




一 イ ギ リス 司 法 裁 判 所 と ヨー ロ ヅパ 人 権 裁 判 所 に お
け るTheSpycatcherCasesの検 討 を 中 心 と し て
江 島 晶 子
1.は じ め に
1979年の国際人権規約(経 済的,社 会 的及び文化的権 利に関 す る国際規
約,市 民 的及び政 治的権 利に関す る国際規約)の 批准を契機 として,日 本
の裁判所において も,1980年代か ら,国 際人権規約違反 として人権侵害 の
訴 えを提起す る訴訟が増 加 し始めている。 しか しなが ら,国 際人権規約 に
対す る日本 の裁 判所 の態度は非常 に消極的 な ものであ るω。 他の人権条約
の批准 に 日本政府 は非常 に消極的であ るω こと とあい まって,国 際人権 保
障への 日本 の対 応は まだ まだ不十分であ るω。 国際人権 法が真に実効的で
あ るためには,国内機関 と りわ け国内裁判 所の積極的取組 が必要 であるω。
国際人権規約を 日本国憲法に おいて裁判規範 として積極的 に生かす方法
を探 求す るには,外 国の国内法制度(特 に裁 判所)に おける国際人権条 約
の解 釈 ・運用 の検 討が有意義 であ る。 そ こで,現 段 階で最 も進んだ人権 の
国際的保障方式 であ る ヨー ロッパ人権条約を検討の対 象 とす る。国際人権
規約 と性 質を同 じくし,個 人の中立権 を認め,ヨ ー ロヅパ人権裁判所お よ
び ヨー ロッパ人権委 員会 とい う実施機関 を備 える点 で,国 際人権保障機構
の中で も最 も実効性 が高 く,か つ条約締約 国に対す る影響 力 ・拘束 力 も強
いか らであ る。前稿では,「評価 の余地」理 論の検 討を通 じて ヨー ロヅパ人
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権条約 機構 自体に 由来す る実効性 の要 因を究 明す るに とどまった(5)。本稿
は,イ ギ リス司法裁 判所 を対 象 として,今 後 の課題 として残 した,一 締約
国内 の裁判所 におけ る ヨー ロッパ人権条約 の影響につ いて検討す る。
イギ リス とヨー ロッパ人権条約 の関係 は,必 ず しも良好 な も の で は な
い。 ヨー ロッパ人権委 員会に対す る中立伴数,ヨ ー ロッパ人権裁判所にお
け る敗訴件数 が ともに第一位 とい う,不 名誉 な成績を イギ リスは記録 して
いる㈹。条約 自体 は批 准 してい るが,議 定書 の批准 には消極的で ある。個
人,NGO等 に よるヨー ロッパ人権 裁判所へ の事件の付託 を認め る画期的
内容 を持つ 第九議定書 の批准 を行わ ない とい うことも表 明してい る(η。
スパ イキ ャ ッチ ャー事 件TheSpycatcherCasesは,この ヨー ロッパ人
権 裁判所で の成績 に,さ らに汚点を重ね る こととな った。1985年に イギ リ
ス政 府が オース トラ リアで開 始 した イギ リス防諜 機 関 の 元職 員 の 回顧 録
「スパ イキ ャヅチ ャー」Spycatcherに対 す る差 止訴訟 を発端 として,イ
ギ リス国 内は もとよ り,ニ ュージー ラン ド,ホ ンコソで も訴訟が提起 され
た。最終的 には イギ リスの新 聞が,ヨ ー ロッパ人権委員会へ 巾立 を行 い,
1991年11月26日に ヨー ロッパ人権裁判所が イギ リス政府 の条 約10条違反 を
判示 す るに至 って,よ うや く一連の スパ イキ ャッチ ャー事 件にひ と くぎ り
つけ られた のであ る。 まず,こ の事 件が提起す る多 くの 問題 点 を 明確 に
し,事 件 の概要 を説 明す る。そ して各裁判所 の判決を分析 しなが ら,イ ギ
リス裁判所 の論理,ヨ ー ロッパ人権 裁判所 の論理を検討す ることとす る。
《註》
(1)国 際人権規約が問題 となった判例については,伊 藤和夫 「国際人権規約関
係判例 の報告」 国際人権2号,1991年参照。判例 集の索引に国際人権規約の
項 目が創設 されたの も,こ こ2,3年 であるとい う指摘は,日 本の国際人権
保障に対す る意識の低 さを如実 に物語 るものであ る。
(2)未 批 准の国際人権条約については,外 国の立法176号,1991年,308頁以下
参照。
(3)国 際人権保障 白体,実 際にはまだ まだ 「国際法」に よる 「人権保障」 の話
にとどまってい る。「国際人権法」 は,「人権」に関す る 「国際法」 と考 え ら
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れ る こ とが 多 く,「 国 際 人権 法」 と して 独 自の存在 意 義 を 確 立す る に は,そ
の 内 容 の 詳細 な 検 討 と同時 に,国 内法 との関 係 の充実 化 を図 る こ とが 必 要 で
あ る。 阿 部浩 己 ・今 井 直 「人 門 国 際人 権 法1」 法 学 セ ミナ ー454号,1992年,
66頁。 また 国際 人 権 法 とい う観点 の確 立 は,国 籍を 基 準 に した 人 権論 一 辺 倒
か ら,居 住 を基 準 に した 人権 論 の 登場 を生 み 出せ る。 江橋 崇 「H本 の 裁判 所
と人 権 条 約」 国 際人 権2号,1991年,21頁 。
(4)岩 沢雄 司 「ア メ リカ裁 判所 にお け る国 際人 権 訴訟 の展 開(→」 国 際 法 外交 雑
誌87巻2号,1988年,49頁 。
(5)江 島 晶子 「ヨ ー ロ ッパ人 権裁 判 所 に お け る 『評価 の余 地 』 理 論 の新 た な発






2.ス パイキ ャッチ ャー事件が提起す る問題点
イギ リスでは,現 代 イギ リスの市民的 自由に対す る危機意識か ら,従 来
の市民的 自由の枠組 みに対す る再検 討が行わ れてい るω。 また,市 民的 自
由CivilLibertlesにカロえて,従 来 イギ リスで は馴染みが ない言葉 とされ
て きた人権 とい う言葉 も次第 に登場 し始め,人 権 とい う言葉 が書 名や論文
の中に登場 して いる(2)。新 しい権 利章典anewBillofRightsの制定 と
い う主 張が,新 た な装 いで活発化 して きた ことも見逃せ ない(3)。それには
市民的 自由に対す る危機意識 は もちろん,実 際上,ヨ ー ロッパ人権 条約機
構におけ るイギ リスの不 名誉 な成績(そ して数 々の国内法改正につ なが っ
た こと)も 寄与 している。新 しい権 利章典 の モデル として ヨー ロッパ人権
条約の国 内法化 の主張は有 力な意見 であ る(4)。
スパイキ ャ ッチ ャー事 件は,イ ギ リス国内法 の視点か らの検討,国 際人
権保障 として ヨー ロッパ人権 条約の視点か らの検討,そ して コモ ンウェル
ス諸国 との比較法 的視点か らの検討 と,様 々な形で問題 を提起 で きる働。
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まず イギ リスについ ては,第 一 に,本 稿 の課題 と最 も直接関 係す る問題
として,ス パ イキ ャッチ ャー事件に対す る国内裁判所 の対応 であ る。 ヨー
ロッパ人権裁判所 では,表 現の 自由(条 約10条)の問題 として議論 され た
事 件が,イ ギ リスの司法裁判所 では どの よ うに議 論 され ていた のか ⑥ とい
う問題 は,イ ギ リスの裁判 所におけ る表現の 自由 の 保障 のあ り方 の 問題
と,ヨ ー ロッパ人権条約に対す るイギ リスの裁判所 の態度 の問題 とに さ ら
に分かれ る。 前者につ いては,イ ギ リスの司法裁 判所 は,表 現の 自由を従
来言われ てきた 「残余 として の自由」 とい う意 味を越 え て,裁 判に おけ る
比較衡量 の中で競 合す る公 的利益 の一 つ として考慮 して いる(7)。しか し ヨ
ーロ ッパ人権裁判所の よ うに,表 現 の自由に対 して特別 な地位を 認め る こ
とはない。本稿で も,こ の比較衡 量に注 目しその問題 点を明確 にす る。
後者 の問題 については,ス パ イキ ャッチ ャー事件 では,ヨ ー ロッパ人権
条約や ヨー ロッパ人権裁判所判例へ の参照な どに関 して,裁 判所 の対応は
変化 しつつあ る。 と りわけAttorney-Generalv.Guradian(No.1)(後
述4(3)参照)で は,ヨ 一ーロッパ人権条約 の積極的検討 が観察 で き た こ と
は,大 きな収穫 である。 また 国内の裁判所 に とって,ヨ ーロ ッパ人権条 約
へ の申立 の存在 自体が圧 力 として働 く。事件が ヨー ロ ッパ人権条約 機構へ
持 ち込 まれた場合 どの ような判決が 下され る ことに なるか とい う裁判官 の
危倶が判決内容に影響 した とい う指摘が存在す る(8)。これ は同時にス トラ
ス ブールへの道 の一般化 を意 味す る。
第二に,イ ギ リスにおけ る表現の 自由(9)に関す る個別的問題点 として,
プレスの 自由 と表現の 自由,国 家の安全や防諜機関の秘密性 と表現 の自由
の関係 を検討す る具体的素材 となる。 ことに イギ リス法には,表 現 の 自由
に対す る重大 な制約 とな りやすい,名 誉殿損,秘 密漏洩,裁 判所侮辱 とい
う,重 い損害賠償 と訴訟費用 を課す複雑 な法が存在 す る⑭ 。そ の う ち 裁
判所侮辱については,す でにサ ンデ ー ・タイムズ事 件におけ る ヨー ロッパ
人権裁判所の条約10条違 反の判決を契 機 として,1981年裁判所侮辱法が制
定 された経緯 が存在す るCll)。今 回のスパ イキ ャッチ ャ 一ー事件 で も,秘 密
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漏洩お よび裁判所 侮辱 が 争点 となった。よって まず裁判 所侮辱 については,
1981年裁判所侮辱 法は,ヨ ー ロッパ人権条約53条に基づ くヨーnヅ パ人権
裁判所 の判決 の要 請を満た してい るか,改 正以来批判 され て きた点につ い
て再度検討す る ことが必要 に なる。 と りわけ2年 以上に渡 って公表 を規制
で きた 中間差 止命令には,「 口止め 令状」 としての問題性 があ りそ うであ
る"2)。
また,商 業 上の秘密につ いて発展 して きた秘密漏洩に関す る法 は,1981
年法制定 前の裁判所侮辱法 と同様 に,制 定 法が存在せ ず,コ モ ン ・ロー上
存在す る法分野 であ る(13)。事 件に対す るケース ・バ イ ・ケ ー ス 的 な恣意
的 ・主 観的対応 を許 しやす いだけでな く,原 理に基 づ くのでは な く,単 な
る利益衡量に よって,中 間差 止命令が認め られ るとい う批判が存在す る。
た とえば政 府の不正 を公表 しよ うとす る新聞 に対 して,事 前抑制 とい う,
表 現の 自由に対す る抑制 の中で は,も っとも重 い抑制 を行 え ることになる
(裁判所侮辱,名 誉穀損 につい て も同じこ とがいえる)。 さらに,現 在 の
イギ リス法 では効果的にスパ イキ ャ ッチ ャーの公表を差 止め られ なか った
ことか ら,ユ989年公務秘密法,1989年諜報機関法が制定 され,イ ギ リスの
秘密国家性 が一 層強め られ た との批判 がある(14'。こ うした イギ リ ス 政府
の対応 は,ヨ ー ロッパ人権条約 の観点か らも問題 であ る。
第三 に,世 論への影響力 である。 スパイキ ャッチ ャーはア メ リカ合衆 国
で 出版 され,イ ギ リスで も実際上 は入手 で きるよ うにな ったのに,二 年近
くも法 律上 は差 止め続け た とい う,常 識に反 す る司法 部 の 判断 に 対 して
は,イ ギ リスの一般 国民 で さえ もイギ リス法 の不可解 さ,あ るいは イギ リ
スに おけ る表現の 自由の保障 につ いて疑 問を持 った にちが い な い働 。 ス
パイキ ャ ッチ ャー事件 に関す るイギ リスの評 者の多 くは,ア メ リカの表現
の自由の理論お よび裁判判例 を参照 し,イ ギ リス国内裁 判所 の判決に批 判
と疑 問を提示 して いる ことも興 味深 い。修 正第1条 が存在す るアメ リカ合
衆 国であれば,当初か ら中間的差 止命令は認め られ なか った だろ う,だか ら
こそ イギ リスに も新 しい権 利章典 が必要 であ ると主張す る論者 も い る㈹
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(ヨー ロッパ人権条約の国内法化の主張で もあ る)。
他方,ヨ ー ロッパ人権条約に関 しては,第一に,ヨー ロッパ人権 裁判所判
決 の影響 力であ る。これ につ いては,判決が昨年11月に出 され たばか りであ
り,何 らかの立法的措置につ なが るか どうかは現時点(1992年9刀)では不
明であ るが,昨 年12月の庶民院におけ る法務長官 の答弁 では積極的な解答
は得 られ なか った(17)。第二 に,当 判決 の内容 自体に対す る評価で ある。 ま
た,こ の判決 を今 までの条約10条(表現の 自由)に関す る判決の中 で位置付
け,表 現の 自由の判例理 論に関 して新 たな進展 を もた らす ものか を検討す
る。第三 に,今回の判決は妥協的な ものであ るとの批 判(18)に関連 して,国
際人権保障 機構 としての,ヨー ロッパ人権条 約機構の限界性 も問題 とな る。
さらに,こ のスパ イキ ャ ッチ ャー事 件において興 味深 い ことは,オ ース
トラ リア,q9)ニュージ ーラン ド,ホン コンで も,イギ リス政府 が ス パ イキ
ャッチ ャーの差 止を求めて訴訟を提起 した こ とであ る(実は,アメ リカ合衆
国 お よびカナ ダで も訴訟の提起 を検討 したが,表 現の 自由に関す る憲法上
の人権 規定 を備 える国 々では,訴 訟に成功す る見 込みが薄 い とい うこ とで
断念 した とい う経緯が存在す る)。だが差止命令を獲得 で きたのは ホ ソコン
に おいてだけで,オース トラ リアで もニュージーラン ドで も,イギ リスの法
務長官 の訴 えは認 め られ なか った。 このこ とは コモ ソウェル ス諸国 におけ
るイギ リス法 の影響 の低 ドない し影響 ドか らの脱皮 として象徴的で あ る。
それ以上に イギ リスに とって重大 なのは,例 えばオース トラ リアの法 の方
が,表 現の 自由の保護 に秀れ て いるとい うイメージを与 える ことであ る。
《註 》
(1)K.D.Ewing&C.A.Gearty,FreedomUnderThatcher:CivilLi・
bertiesinModemBritain(Clarendon,1990).植村 勝 慶 「K.D.Ewing
andC.A.Gearty,FreedomUnderThatcher」国学 院 法 学29巻1号,1992
年 参照 。
(2)C.Palley,TheUnitedKingdomandHumanRights(Stevens,1991).
(3)元 山 健 「英 国 に お け る権 利 章 典 草 案 の新 提 案一 労働 党 系 の人 々の一 つ の 試
み 一」 東 邦大 学 教養 紀 要23号,1991年,倉 持 孝 司 「イギ リスに お け る新 権 利
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章 典論 議 と市 民的 自由 の 保障 に 関す る一 考 察」 名 古屋 大 学 法政 論 集139号,
1992年。
(4)M.Spencer,1992andAllThat-CivilLibertiesintheBa亘ance(Ci-
vilLibertiesTrust,1990).なお,イ ギ リスで は,不 文 憲法 で あ るイ ギ リス
憲 法 自体 につ いて も見 直 しが始 ま って い る。Cf.RodneyBrazier,Consti・
tutionalReform(ClarendQn,1991),1.P.P.R.,TheConstitutionof
theUnitedKingdom(1.P.P.R.,1991).また,人 権 の 国 際保 障 の観 点 か
ら,イ ギ リス とECの 関 係 も重要 で あ る。 加 藤 紘 捷 「欧 州 統 合 の 新 た な展
開 と イギ リス憲 法 の課題 」 駿 河台 法 学4巻1号,1990年,中 村 民 雄 「イ ギ リ
スに お け る違 憲 立法 審 査 の動 き(1)」成膜 法 学34号,1992年。
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(9)近 年,イ ギ リス で は プ レス の 自由 につ い て は,さ ま ざ まな観 点 か ら議 論 さ
れ て い る よ う で あ る。G.Marshal,PressFreedomandFreeSpeech
Theory,1992PublicLaw40,T.Gibbons,FreedomofthePress:
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(11)サ ン デ ー ・ タ イ ム ズ 事 件 お よ び1981年 裁 判 所 侮 辱 法 改 正 に つ い て は,江 島
晶 子 「イ ギ リ ス に お け る 裁 判 所 侮 辱 法 改 正 と ヨ ー ロ ッ パ 人 権 条 約 」 明 治 大 学
大 学 院 紀 要27集,1990年 参 照 。
(12)J.A.G.グ リ フ ィ ス ・T.C.ハ ー ト レ ー(浦 田 賢 治 ・元 山 健 訳)『 イ ギ リ
ス 憲 法 』 三 省 堂,1987年,216頁 。
(13)Robertson,supranote10,at262,M.Fysh,supranote6,atVI.
(14)S.Palmer,TightenlngSecrecyLaw:TheO缶cialSecretsAct1989,
1990PublicLaw243.1989年 公 務 秘 密 法 が 改 正 し た1911年 公 務 秘 密 法 は,
第1次 大 戦 を 目 前 に 制 定 さ れ た た め に,表 現 の 自 由 を 規 制 す る 包 括 的 規 定
(特 に 同 法2条)を 有 し,批 判 と 法 改 正 の 主 張 の 対 象 と な っ て き た 。Cf.H.
C.Deb.,Vol.124,col.606w(Dec.17.1987).な お,ス コ ヅ ト ラ ン ド で
も 同 種 の 事 件 が 起 き て い る 。LordAdovocatev.TheScotsmanPublica-
tionLtd.(lnsideIntelligence),1988S.L.T.490,1989S.L.T.705,cf.,
N.Walker,SpycatcherScottishSequel,1990PublicLaw354.






(19)オ ー ス ト ラ リ ア は,1986年 オ ー ス ト ラ リ ア 法1986AustraliaActに よ っ
て,連 合 王 国 の 法 律 が オ ー ス ト ラ リ ア の 連 邦 、 州,準 州 に 適 用 さ れ る こ と を
否 定 し,各 州 の 裁 判 所 か ら の 連 合 工 国 の 枢 密 院 へ の 上訴 を 禁 止 し た 。 こ れ に
よ っ て,オ ー ス ト ラ リ ア は 連 邦 ・州 レ ベ ル で 政 治 的 に だ け で な く,法 律 的 に
も 連 合 王 国 の 支 配 か ら 独 立 し た こ と に な る 。
3.ス パ イキ ャッチ ャー事件の概 要
(1}スパ イキ ャッチ ャー事件の構成
スパ イキ ャッチ ャー事件 を構成す る訴訟は以下 の通 りであ る。
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1連 合王 国
Aミ レ ッ ト差 止命令事 件(M)
(1}高等法 院衡 平法 部(M-1と す る。 以下,同 様に略す)
② 控 訴院(M-2)









Dダ ー ビー公立図書館事件(D)一 高等法院衡 平法 部








皿 ヨーロ ヅパ人権 条約機構i
Aオ ブザ ーバ ー ・ガーデ ィア ソ対連 合王 国
倒 ヨー ロッパ人権 委員会
② ヨー ロッパ人権 裁判所
Bサ ンデ ー ・タイムズ対連合 王国
く1)ヨー ロッパ人権 委員会
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(2}ヨ ー ロ ッパ人 権 裁 判 所
皿 オ ー ス トラ リアー 法 務 長 官 対 ハ イネ マ ン社 及 び ライ ト
田 ニ ュ ー ・サ ウス ・ウ ェール ズ 州最 高 裁 判 所 衡 平 法 部
(2}ニ ュ ー ・サ ウス ・ウ ェール ズ州 最 高 裁 判 所 控 訴 院
(3}オ ー ス トラ リア高 等 法 院
IVホ ソ コ ンー 法 務長 官 対 サ ウス ・チ ャ イ ナ ・モ ー ニ ソ グ ・ポ ス トー
(1)ホ ソ コ ン最 高 裁 判 所 高 等法 院
② ホ ン コ ン控 訴 院
Vニ ュ 一ージ ー ラ ン ドー 法 務長 官 対 ウ ェ リン トン新 聞 社 一
(1)ニ ュー ジ ー ラ ン ド高 等 法 院
② ニ ュー ジー ラ ン ド控 訴 院
(2)中間 差 止 命 令 一AmericanCya皿amidCo.▼.EthiconLtd一
スパ イキ ャッチ ャー事件 は,イ ギ リス国内だ けで も,ス パ イキ ャッチ ャ
ーに関わ る新 聞記事 をめ ぐって,オ ブザ ーバ ー,ガ ー デ ィ ア ン,サ ンデ
ー ・タイムズ,イ ソデペ ンデ ン ト等,複 数の新 聞社 を対象 とした複数の訴
訟が,同 時 にかつ相互 に関連 しつつ進行す る。 しか も裁判所侮 辱 ないし秘
密漏洩 を訴訟原因 として終局的差止 を求め る正式 事実審理(実 体法上 の争
点を争 う)と,終 局的差 止の実効性確保 のために請 求 され る中間差止命令
の可否 をめ ぐる審理 お よびそ の取 消 申立 の審理 とが同時に存在す る。
この中間差 止命 令ωであ るが,被 告に対 して終 局的差止 を請求す る訴訟
に おいて,裁 判所は,原 告 に対 して中間差止命令(本 案 の審理 におけ る議
論 が終 結す るまで一 時的に差止)を 許可す る裁 量 を有す る。 この中 間差 止
命令 は,本 案 訴訟 の結論が明確 にな る まで原告の立場 を一応 保護 してお く
ことを 目的 とす る。 被告が訴訟 で勝 訴す る場 合 に被告に対 して損害 を支払
う約束 をす る ことが,原 告に要 請され る。 この中間差止命令 に対 す る違反
は 裁判所侮 辱 となる。 中間差 止命令 を許可す る原 理は,AmericanCyana-
midCo.v.EthiconLtdに基 づ き(2),以下 の よ うに要約 で きる。
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(の 争いある事実問題 の決定,詳 細 な議論 お よび熟 考 した検 討を必要 と
す る困難 な問題 の解決は,予 備的段 階での裁判所 の役割 ではない。
(b)予備的段 階で裁判所 に提 出 された資料 では,終 局的差 止を求め る原
告の主張が成功す る現実 的見込 みがある ことを証 明で きない場 合 を除 き,
当該事件の状況 に照 らして,利 益衡量 の結果,中 間差止命令を許可す るか
否か を裁 判所 は検討す る。
(c)原告が勝 訴 した場 合に,損 害賠 償が原 告に とって適切 な救 済であ る
な らば,通 常,中 間差止命 令は許可で きない。 他方,損 害賠償 が原告に と
って適切な救 済を提供す る ものではないが,被 告が勝訴 した場 合,原 告の
約束に基づ き,損 害賠償が被告に対す る適切 な補償 とな るな らば,中 間差
止命令を拒否す る理 由は存在 しない。
(d)利益衡 量の問題 が生 じるのは,い ずれ か または両方の当事者の損害
賠償 におけ る個 々の救済の適切性に関 して疑問が生 じる場 合であ る。
(e)他の要因 が均衡 してい る ようにみ え る場 合には,現 状を維 持す ると
みな され る手段 を取 ることは,覧 明なこ とである。
(2)スパ イキ ャ ッチ ャー 事 件 の 展 開3)
(i)ピ ー ター ・ライ トに よ る スパ イキ ャ ッチ ャー の 執 筆
ピ ー タ ー ・ラ イ トPeterWr三ght(Wと略 す)は,1955～1976年 まで イ
ギ リス政 府 に よ って,イ ギ リス の 防 諜 機関(MI5)のE級 職 員 として 雇
用 され て いた 。 退 職 後 す ぐに,イ ギ リス政 府 の 許 可 な く,「 ス パ イキ ャ ッ
チ ャー」Spycatcherと題 す る 回 顧 録 を 執筆 し,オ ース トラ リア で 出版 す
る準 備 を した(当 時 ナ ース トラ リア在 住)。 同 書 はMI5の 違 法 な 活 動 を
明 らか に す る もの で,特 に 主 張 して い る こ とは,1974-1979年の 労働 党 政
府 転 覆 を 口的 とす る不 法 な活 動,同 盟 国 お よび敵 対 国 の大 使 館 へ の 侵 入 ・
盗 聴,国 内 外 で の 違 法 な 秘密 活動 の計 画 ・参 加,さ らにMI5の 最 高 責 任
者SirRogerHollisがソ ビエ ト側 の スパ イで あ った こ とで あ る。
同書 の情 報 の 多 くは,Pincherが書 い た 諜 報 機 関 に 関 す る書 物 です で に
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公 表 され ていた(情 報源はW)。 さらに1984年7月には,Wは,グ ラナ ダ・
テ レビ(イ ギ リス国内の独立 テレ ビ会社)の インタヴ ューで,同 機関の職
務につ いて しゃべ った(1986年に再放映)。同時期に,MI5に 関 して,他
に も書物 や テレビ番組が存在 したが,イ ギ リス政府は著老や メデ ィアに対
して何 の措置 もとらなか った。
(ii)オー ス トラ リアにおける訴訟の開始
1985年9月,法務長官は,連 合王国政府 を代表 して,オ ース トラ リアの
ニュー ・サ ウス ・ウェールズ州(NSWと 略)最 高裁判所 衡平法部に おい
て訴訟 を開始 した。 目的 は,ス パイキ ャッチ ャーの公表 お よび防諜 機関に
おけ るWの 職務に由来す る情報 の公表 を規制す る ことで,訴 えの根拠 は,
情報の秘密性 自体ではな く,Wに よる情 報の公表 は,雇 用 契約に基づ く守
秘義務違反 とな る とした。9月17日,WとAustraliaHeinemann社は,
政府 の差 止訴訟 が係属 中は公表 しない と約束 した。
(iii)オブザ ーバin一とガ 一ーデ ィアンの記事掲載 と両紙へ の中間 差止命令
1986年3月22・23日,オース トラ リアの審理 が係属中に,オ ブザーバ ー
お よびガーデ ィァ ソ(OGと 略す)は,ナ ース トラリアの審理につ いて伝
え,ス パ イキ ャ ッチ ャーの 内容 の一部を 明 らか に した(OGは,以 前諜報
機関への調査を求め る運動 を行 っていた)。以下 に述べ る よ うなMI5職 員
の不適切 な,刑 事犯罪的,非 憲法的行動 が申立 て られて いた。①1950年代
～1960年代 に,ロ ン ドンの ランカスタ 一ー■・ウスにおけ る全 ての外交会 議を
盗聴 し,1979年には ジンバブエ独立交渉を盗聴。②仏,独,ギ リシ ャ,イ
ン ドネ シアか らの外交官を盗聴 し,1950年代 には フル シチ ョフ訪英 の際 に
盗聴 を行 った。 日常的 に住居侵入お よび盗 聴(国 外の ソビエ ト領事館 への
侵 入 も含む)を 行 った。③ スエズ危機 の際に,ナ セル ・エ ジプ ト大統 領暗
殺 を計 画,失 敗。④1974-1976年の ウ ィル ソン首 相失脚を謀 った。⑤ イギ
リスの左翼政 治団体 の調査。
法務長官 は,高 等法 院衡平法部にお いて,OGに 対 してスパ イキ ャッチ
ャーの記事 について終局的差止 を求め る訴訟を開始 した。6月27日,一 方
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的差止命令exparteinjunctionが認め られ,訴 訟 の本 案審理 が係属 中は
公表が規制 され た。OGの 申立に よる7月11日の相互弁 論の後 で,ミ レ ッ
ト裁判官 は,中 間差止 命令 に修正を加 え,そ の継続 を決定 した(M一 ユ)。
OGに は,命 令の変 更 ・撤 回 を申立 てる自由が与 えられた。
7月25日,控訴 院はOGに よる控 訴を棄却 し,修 正 を加 えつつ も こ の
中間差 止命令を支持 した(M-2)。 控訴院 は,貴 族院への 上訴を許可 し
なか った。11月6日,貴 族院 は,上 訴 の 許可を認めた が,上 訴 は,後 に
1987年7月30日の貴族院決定 に よって棄却 され た。
(i▽)オー ス トラ リアにおけ る裁判 一第1審 一
1986年11月か ら12月にかけて行われたNSW最 高裁判所衡平法 部におけ
る訴 訟 手 続 の 模 様 は,詳 細 に渡 って,連 合王国お よびそ の他の国の メデ
ィアを通 じて報道 された。1987年3月13日に下 された判決 に お い て,
Powell裁判官 は,法 務長官 の訴えを棄却 し,ス パ イキ ャヅチ ャーに お け
る情報の多 くは,も はや秘密 ではな く,イ ギ リス政府な いしは防諜機関に
損害 を与 えない とした。 出版 しない約束は,こ の時点で裁判所に よって取
消された。法務長官はNSW最 高裁判所控 訴院に対 して上訴 したが,衡 平
法 部の判決が支持 され た(後述(X))。被 告は,上 訴が係属中は スパイキ ャ
ヅチ ャーを出版 しない約束 を再び取 り交わ していた。
(▼)インデペ ンデ ン ト裁判所侮辱事件お よび同時期 の出来事
1987年4月27日,インデペ ンデ ソ トは,ス パイキャ ッチ ャーの主張の主
要 な要約(Wの 原稿に 由来)お よび同書か らの逐語的 引用 を掲 載 した。 同
日,ロ ン ドン ・イ ブニング ・ス タソダー ドお よび ロン ドン ・デ イ リー ・ニ
ュースは,イ ンデペ ンデ ン トの記事 か らの引用 を掲載 した。翌 日,法 務長
官 は これ ら三紙 の発行 人 らを,司 法 の運営 を妨げ,侵 害 を与 える ことを意
図す る行為 として裁判所侮辱 で訴える許可 を高 等法院 女王座部 に 申 し立
て,4月29日 に許可 され た。 この申立 では,法 務長官 は,政 府の代表(OG
に対す る秘密漏 洩訴訟の場 合)と してでは な く,「司法の 運営 におけ る公
的利益の擁護 者」 としての法 務長官 の名 において独 自に行動 した。
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4月27日 の報 道 と同種 の 記 事 が,4月29日,オ ース トラ リア に お い て メ
ル ボ ル ン ・エ イ ジお よび キ ャ ンベ ラ ・タ イ ム ズに,5月3日 に は,ア メ リ
カ合 衆 国 に お いて ワシ ソ トン ・ポ ス トに掲 載 され た 。
他 方,4刀29日,OGは,状 況 の変 化 を理 由 とし て ミレ ッ ト差tL命令 の
取 消 を 申立 て た 。 副 大 法 官 は,5月7日 に審 理 を始 めた が,イ ンデペ ンデ
ン トらの 裁 判 所 侮 辱 の成 否 が 先 決 問 題 で あ る と して,審 理 を延 期 した。
この 頃,VikingPenguin社は,AustraliaHeinemannネ]:から合 衆 国 に
お け る スパ イキ ャ ッチ ャーの 出 版 権 を買 い,5月14日,合 衆 国 で 同書 を 出
版 す る意 図 が あ る こ とを表 明 し た。
6月2日,副 大法 官 は,イ ソデペ ソデ ン トらの 記事 は,裁 判 所 侮 辱 に相
当 しな い とした(1-1)。 法 務長 官 は,控 訴院 に上 訴 した。 他方,6月
15日,OGは,合 衆 国 で の ス パ イ キ ャ ッチ ャ ーの 出版 予 定 を 根 拠 と して,
ミレ ッ ト中間 差 止 命 令 取 消 を 申立 て た 。 だ が イ ンデペ ンデ ン ト事 件 に お け
る 法 務長 官 の 上 訴 の 結 論 が 出 る問 は,先 と同 様 の理 由 で,申 立 の 審理 は 延
期 され た。 この 上 訴 の 審 理 は6月21日 に 始 ま った。
(▼リ サ ンデ ー ・タ イム ズ に よ る スパ イ キ ャ ッチ ャー の抜 粋 の連 載
サ ンデ ー ・タ イ ム ズ(STと 略 す)は,AustraliaHeinemann社か ら新
聞 連 載 権 を 買 い,合 衆 国のVikingPenguin社か ら原 稿 の 写 しを入 手 し,
7月12日,ス パ イ キ ャ ッチ ャー の抜 粋 の第1回 連 載 分 を掲 載 した(合 衆 国
に お け る同 書 の 出 版 と時 期 を 同 じ く させ た)。7月13日,法 務 長 官 は,ST
の発 行 人 タ イム ズ社 に対 して,ミ レ ヅ ト中 間差 止命 令 の 目的 を 阻 害 す る と
して,裁 判所 侮 辱 で 訴 えた(S)。
(▼ii)アメ リカ合 衆 国 に お け る スパ イ キ ャ ッチ ャーの 出版
7月14日,VikingPenguin社は合 衆 国 に お い て スパ イ キ ャ ヅチ ャー を
出版 し(実 際 に は そ の前 日に 売 られ て い た),た ち ま ち ベ ス ト ・セ ラ ー と
な った(4)。イ ギ リス政 府 は,合 衆 国 で は 出 版 を 規 制 す る訴 訟 は成 功 しな い
と考 え,規 制 す る法 的 措 置 は ア メ リカ合 衆 国 に おい て も カナ ダに お い て も
行 わ な か った(カ ナ ダで も同書 は ベ ス ト ・セ ラー とな った)。 そ こで 同書
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の相当数が イギ リスに持 ち込 まれた。特 に イギ リス国民は,合 衆 国で購入
す るか,電 話 ・郵便に よってア メ リカの書店(同 書 を配達す る書店 の電話
番号 ・住所 が イギ リスで大 々的 に広 告)か ら購 入 した。 こ うした輸 入を阻
止す るのは実効的で ない と考 え,イ ギ リス政府は何 も行わ なか った。
(▼iii)インデペ ンデ ン ト事件の結論
7月17日,控訴院 は,副 大法官の判決 を覆 え し,イ ソデペ ンデ ン ト,ロ
ン ドン ・イブニ ング ・ス タ ンダー ド,ロ ン ドン ・デイ リー ・ニ ュースの行
為 は,刑 事的裁判所侮辱 に相 当す る とした。 控訴院は,当 該事件 を高等法
院 に移送 し,当 該新 聞が 司法 の運営 を妨げ る特別 な意 図を もって行動 して
いたか ど うか(1981年裁判所侮辱法2条3項 お よび6条c)を 高等法 院に
決定 して もら うとした(1-2)。 控訴 院は,被 告の 貴族院へ の 上 訴の許
可を認め なか った。 被告 も貴族院か らの上訴許 可は求めなか った。控訴院
判決 の決定 では,ミ レ ッ ト中間差止命令は,イ ギ リスの全ての メデ ィアを
拘束 し,そ こにはSTも 含 まれ るとした。
(ix)OGの中間差止 命令取消訴訟の結論一 ミレッ ト差 止命令の維持一
STは,法 に よって規制 され ないか ぎ り,ス パ イキ ャッチ ャーの第2回
連載 を掲 載す ることを明 らかに した。7月16日,法 務長官 は,今 後の抜粋
掲載 を規制す る差止命令を 申立 て,掲 載 は ミレ ッ ト差 止命令 お よびイ ンデ
ペ ンデ ン ト事件判決 との共 同効果 に よって裁判所侮辱に相当す る と主張 し
た。 同 日,副 大法官は7月21日までSTに 対 す る 中間差止命令 を許可 し
た。7月20日には,OGに よる ミレ ッ ト差止命令取消の 申立 を副大法官 が
審理す る こととな り,レ ッ ト差 止命令 はSTを も拘束 す るので,STに も
この取 消申立 を支持 して審 理を受け る権 利が ある とされ た。
副大法官 は,7月22日,ミ レ ヅ ト中間差止命令 を取消 し,STに 対 す る
差止命令 の主 張を退 けた(OG-1)。 法 務長官はただち に副大法官 の決定
に対 して上 訴 した。7月24日,控 訴院は,ミ レッ ト差止命令 に修正 を加 え
た上で,こ れ を継続 させた。控訴院は,貴 族院に上訴す る許 可を全 ての当
事者に与 えた(OG-2)。 貴族院は,7月30日,3対2で,ミ レ ヅ ト差止
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命令 を継続す る とした(OG-3)。 この差 止命令 は秘密 漏洩訴訟の実体審
理 が開始 され るまで,効 力を保 ち続 けた。7月31日,タ イムズ社 は,ヨ ー
ロ ッパ人権委 員会 に対 して条 約違反 の中立を登録 した。
(x)オー ス トラ リアにおけ るNSW控 訴院の判決
9月27日,NSW控 訴院 は,法 務長官 の上訴 を棄却 した。 法務長官 はオ
ー ス トラ リア高等法 院に上訴 した。高等法 院は,合 衆国そ の他 でスパイキ
ャ ッチ ャーが出版 され ている ことか ら,中 間差止命令 を許可 しなか った。
ナ ース トラ リァではスパ イキ ャ ッチ ャーは10月13日に出版 された。上 訴は
1988年6月2日に棄却 され た。法務長官 の同種の訴訟 は,ニ ュー ジーラソ
ドで も失 敗 した が,ホ ンコンでは成功 した。
そ の間,ス パイキ ャッチ ャーお よびそ の内容の公表お よび流布は世界的
規模 とな り,合 衆 国(715,500冊が印刷 され,1987年10月日までにほ ぼ完
売 した)だ け でな く,カ ナ ダ(100,000冊が 印刷 され た),オ ース トラ リァ
(145,500冊が 印刷 され,そ の半分は一月 の間に完売 した),ア イル ラン ド
(30,000冊が印刷 され,配 布 され た)と い う具 合であ った。 ほぼ100,000
冊 が イギ リス以外の ヨーロ ッパ中の国で売 られ,ナ ース トラ リアを通 じて
ア ジア諸国に も出回 った。 同書に関す る英語に よる ラジオ放送が デ ンマ ー
クお よびス ウェーデ ソで行 われ,同 書は12ヶ国語(そ の うち10はヨー ロッ
パ圏 の言葉)に 翻 訳 された。
(xi)イギ リスにおける実体審理一秘 密漏洩訴訟一
1987年ユ0月27日,法務長官は高等法院衡平法院 においてOGお よびST
に対す る秘密漏洩訴訟 を開始 した(OG2-1)。 法 務長官 は,差 止的救済
に加 えて,anaccountsofprofitsを求めた(判 決 まで中間的差止命令 は
継続)。12月21日,スコッ ト裁判官は,法 務長 官の終局的差止命令の主張
を拒否す る判決 を下 した。控訴院 への上 訴が行 われ る間,新 たに一時的差
止命令が課 された。1988年1月27日,OGはヨー ロヅパ人権委員会に条 約
違 反の 申立を登 録 した。
2月10日,法務長官 に よる 上訴及 びSTに よ る 交差上訴cross-apPeal
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において,控 訴院は ス コ ッ ト裁判官 の決定 を支持 した(OG2-2)。 なお
控訴院は,貴 族院へ の上訴 の間,新 たに一時的差止命令 を許可 した。OG
お よびSTに は,不 当な遅 滞が生 じた場 合,差 止命令の修正,取 消を申立
て る白由があ る。10月13日,貴族院は,ス コッ ト裁判官 の決定 を支持 し,
法 務長官 の上訴 お よびSTの 交差上訴 を棄却 した(OG2-3)。
1989年2月2日,STは,ヨ 一ーロッパ人権委員会 に,抜 粋記事掲載 が秘
密漏洩 とされ た ことに関 して委 員会に条 約違反 を 巾立 てている。
(xii)イギ リスにおけ る実体 審理一 裁判所侮辱訴訟一
1989年4月,ST,インデペ ソデ ン ト等に対す る 裁判所侮辱 訴訟 の 実体
審理が高等法 院衡平 法部で行 われ,5月8日,イ ン デ ペ ンデ ソ トお よび
STに 裁判所侮辱を認め,各 々に £50,000の罰金 を課 した(1-3,S-1)。
1990年2月27日,控訴院は両二紙か らの上訴を棄却 したが,罰 金を課すべ
きでは ない と結論 した(1-4,S-2)。STの 上 訴は,ユ991年4月11日,
貴族院 に よって棄却 された(S-3)。STは,こ れ につ いて,条 約違反 を
委員会 に申立て る意図 を表明 した。
(xiii>ヨーロッパ人権条約機構 にお け る訴訟手続
タイムズ社(STの 発行人)は1987年7月31日に,OGは1988年1月27
日に,ヨ ー ロ ッパ人権委員会への 申立が登録 された。1989年10月5日,委
員会 は双方 の中立 を許容 した。1990年7刀12日の報告(31条)で は,双 方
について,条 約10条違反 を認めた。1991年11月26日,ヨーロッパ人権裁判
所はOGお よびSTに 対 して条約10条違反 を認め た。
《註》
(1)イ ギ リスの裁判所 は,予 定 される情報の公表が違 法で,無 実の者に重大 な
侵害 を与えることが明白な場合,ま たは裁判過程を著 しく 侵害 す る 場合に
は,差 止命令を発給す ることがある。中間差止命令の可否において,表 現の
自由を考慮す るか どうかは,非 常に裁量的であ る。詳 しくは,江 島晶子 「イ






telligenceOMcer(VikingPenguin,1987).久保 田誠 一 監 訳rス パ イ キ ャ
ヅチ ャー』 朝 日新 聞 社(1987年12月25日第 一刷)。 この事 件 は 日本 の 新 聞 で
も報道 され た。 朝 日新 聞1987年10月12日参 照。
4.イ ギ リス司法裁判所の論理
各裁判所の論理を検討す る際 に,以 下 の点に留意す る。基本的に イギ リ
スの裁判所は どの ような原理 に基 づいて,差 止 命令 の請求,差 止命 令の取
消の 申立,裁 判所侮辱 お よび秘密 漏洩の訴えを審 理 してい るか。 前述 した
よ うに,基 本的には比較衡量 に よって判 断す る とすれ ば,比 較す る利益 は
何 と何 か(比 較す る公 的利益 として,表 現 の 自 由 を独 立 して挙 げてい る
か)。さらに比較す る利 益 として具体 的に何 を挙 げてい るか。次 に,比 較衡
量 の結果は いかな る ものか。最初 か らどち らか の利益 に対 して有 利な判断
を加 えていないか,あ るいは ヨー ロッパ人権 裁判所 の よ うに表現 の自由に
対 して優 越的な地 位を認め る ことがあ るか。中間差止命令の但書 きの修正




この中間差止命令は,OGに 対す る秘密漏洩 を理 由 として終局的差 止 を
求め る訴 訟の正式事実 審理 が係属 中,公 表を差止 め る(1>。マ クフ ァー ソン
裁判官 が認めた一方的差 止命令 は,被 告OGに 対 して 以下 の ことを 規制
す る(2)。
(a)Wがイギ リスの防諜機関 の職 員 としての資格にお いて入手 した情報
を,誰 かに見 せた り,公 表す るこ と,な い しはその よ うな状態 を招来 させ
た り,許 可 した りす るこ と
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(b)Wの執筆 した イギ リスの防諜機関 に関す る書物,あ るいは当該書物
ないしその原稿か らの情報,コ ピー,抜 粋,要 約 を含 んでいる書物 を,誰
かに対 して見 せた り,公 表 した りす ること,あ るいは誰 かにそ うす る よ う
にそそのか した り,許 可 した り,援助 した り,こ うした公表 を促進す る何
らかの手段 を講 じた りす るこ と
OGの 差 止命令取 消の申立に対 して,ミ レッ ト裁判官は中間差止 命令の
継続を決定 した(ミ レヅ ト差止命令)。 た だ し制約 は,保 護す る公的利益
か ら要請 され る程度を越 えて はな らない とし,但 書 きに加 え,第 一に,W
に 由来す るの ではない独 自の取材源か ら得 た,し か しWの 情報 と内容 を同
じ くす る情 報 の公表 を許可 し(その代わ り,情報 がWに 由来す るこ とを 明示
す る行為 は禁 止した),第二に,オ ース トラ リアの公 開法廷 で公表 され た情
報 を公表す る ことを許可 したω。 ミレ ッ ト差止命令 は以下 の通 りであ る。
(a)Wがイギ リスの治安機 関の一員 として の資格において入手 した情 報
で,被 告が,直 接的 にせ よ間接的にせ よ,Wに 由来す るものであ るか,W
か ら入手 した ものであ るこ とを知 ってい るか,そ の ように被告が考え る合
理的根拠 を有す る場 合に,当 該情報 を,誰 か に見 せ た り,公 表 した り,あ
るいは見せた り,公 表 され る よ うにそそのか した り,許 可 した りす る こ
と。
(b)被告が誰か に対 して行 った公開ない し公表において,イ ギ リスの防
諜 機潤 に関 す る当該 情報が,名 前の明記その他の方法 に よって,Wに 所属
す る ものであ るとす る こと。
但 し,① この命令は,す でに公表 さ れ たPincherの書物 中,Wに 所属
す る とされた ものか らの直接的引用をeCth'しない。②NSW最 高裁判所 の
公開法廷 で公表 され た資料 の公表 は,こ の命令違反 とはな らない。但 しこ
の裁判所 の裁判官 に よって禁 止 され るか,1985年のNo.4382訴訟 の審理
の後で,公 表が禁止 され なか った ものは この限 りで は な い。24時間内に
TreasurySolicitorへ通知 し,命 令 の修正 ・取 消を申立て る自由があ る。
ミレ ヅ ト裁判官の判示は以下 の ように まとめ られ る。
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(a)裁判所が,差 止命令の取 消 申立に応 じるには,当 該公表が公的利益
とな り,秘 密性 を維持す る公的 利益を上回 ると考 え る合法 的根拠が存在 す
ることを納 得 しなけれ ばな らない㈹。
(b)防諜機関 に漏 洩は存在 しない,と みな されていなけれ ばな らない。
防諜機関 に とって信 頼の喪 失は致命的である。 だか ら防諜 機関 の効 率性 を
阻害 す る出来事 を阻止す る ことに強 力な公的 利益が存在す る(5)。
(c)法務長官 が憂慮す るのは,周 知 の事実 が さらに広 まるこ と で は な
く,被 告に よる情報 の公表が,防 諜機関 の元上級職 員であ るWの 関 与ない
し協 力に よって進行す ることであ る。法 務長官 の抗議 は,被 告に よる不正
行為 の申立 にではな く,Wの 情 報提供 に対 して向け られてい る㈹。
(d)Wが公表を意 図す る ものか らの抜粋 ない し要約 の公 表は,治 安機 関
に対 して重大 な損害 を もた らすC7)。
(e)当該情報を,本 案審 理の後 ではな く,現 在公表す る ことを正当化 す
る,急 迫 した重大 な公的利益は存在 しなか った(8》。
(f)したが って,中 間差止命令 の継続 は適切 である。Wに 由来す ると考
え られ る情報 を被 告が公表す るこ とを規制 で きるか らであ る。 ただ し,但
書 を加えて,オ ース トラ リアの公開法廷で公表 された公的事項につ いては
自由に公表 できるよ うに しなけれ ばな らない(9)。
ミレッ ト裁判官は,言 論の 自由への権利にせ よ,秘 密情報 の公表 を阻止
す る権利にせ よ,絶 対的な もの では な く,基 本的 には両者 の比 較衡 量に よ
って中間差 止命令の必要性 を決定す る とい う立場 に立つ(10)。しか し こ こ
で注意すべ きこ とは,差 止命令 が中間差止命令 であ ることに よって,差 止
の必要性の判断が,情 報の秘 密性 を維持す る利益 の側に有利 にな ることで
あ る。す なわち,中 間差止命令 は一時的な もので終局的では ない こと,法
務長官に対 して中間差止命令を認め ない と,回 復 しが たい損害 を法務長官
に与 え,救 済を得 る法 務長官 の 権 利 を 奪 うこ とに なる とした こ と で あ
る《11)。
また,こ の二つの競合す る公 的利益が衝 突す る場 合に採 用すべ きアプ ロ
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一チ としてLionLaboratoriesLtd.v.Evans&Othersに(12)従った。
これは,衝 突は制約す る側に有 利に決定 され るぺ きであ るが,被 告が審理
において勝 訴で きる公的利益に関 す る重大な抗弁 が存在す ることを,被 告
が裁判所に確信 させた場 合には この限 りではない とす る。 よって比較衡量
とい って も,秘 密を維持す る公的利益 の方に有利に設定 されてお り,情 報
を公 表す る側が,そ れを上回 る公的利益が存在 す ることを証 明 しなければ
な らない。
まず一方 の情報の秘密性を維持す る公的利益は,防 諜機関の効 率的運営
と国家の安 全 である。防諜機関 の元上級職 員が職務上知 った情報を公表す
る可能性は,そ の事実 自体が機関 内部に動揺を与 え,友 好国及び他の機関
に対す る信頼を失わせ,防 諜機関の適切かつ効率的な運営 を阻害 し,ひ い
ては国家の安全 に重大 な危険 を もた らす とす る。周知 の事実 がさ らに広 ま
るこ とではな く,公 表 が防諜機関の元上級職員の関与 の下 に行われ た こと
が問題 である。 しか も今 回新 聞が公表 したい ことも,防 諜機関 の元上級職
員 の情報に よって裏 付け られ た とい うことであ る。 だか ら,公 表 した情報
はす でに本や テ レ ビに よって公表 された周知の事実であ るか ら秘密 ではな
い とす る主張 は,法 務長官 の主張には影響 を与えない とした㈹ 。
他方,情 報 の公表は表現の 白由に よって正当化 され る公的利益 であ るこ
とは認め るが,絶 対的ではない ことを強調す る。特 に注 目され るのは,ヨ
ー ロッパ人権 条約を,表 現の 自由を保障す る規定 とい うよ りも,自 由への
制 約を正当化す る根拠 として参照 した ことである㈹ 。す なわ ち 公表 の 事
前抑 制は,プ レスの 自由及び言論の 自由 とい う重要な憲法上の権 利に対す
る侵害 であ るが,条 約10条が認め るよ うに,国 家の安全 の利益あ るいは秘
密 に受領 した情報 の公表 を阻ILするため に民主社会に おいて必要 とされ る
制 約に服す る とした。条約の本来 の趣 旨 とも,ヨ ー ロッパ人権裁判所 の10
条解 釈(5参照)と も異 な り,条 約 の存在が マイナスに働 くこ とにな る(15)。
OG側 は,プ レスの自由及 び言論 の自由 として,政 府 の活動を監視 し,
つ ねに法 の範 囲 内でかつ実効的 な憲法上 の制御 の下に政府 が行動す ること
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を確保 す る合法的公的利益を強調 した。政府が憲法 に違反 して行動 した と
考 え られ る ときこそ,公 衆 の知 る必要性 は大 き く,そ の ときこそ プレスに
は,自 由社会 におけ る重大 な憲法上 の義務 を果 た して,公 衆 に何 が起 きて
い るかを知 らせ る ことが要 請 され る と主張 した。
これに対 して裁判所 は,公 務員側 の不正行為 を公表す る公的利益を肯定
す るが,問 題 とな る不正行為 の性質 お よび生 じた時期に よって,直 ちに公
表すぺ きもの とそ うで ない もの,プ レス よって公衆 に公表す べ きものと,
適切 な権限 機関 に通報 した方 が よい ものがあ るしたく16)。そ し て,本 件 の
場合,た だ ちに公 表を要 請す る公 的利益は存在 しない とした。
裁判所は,表 現 の自由 とい う公的利益 の検討 にあた って,表 現の 自由に
よって生 じ る害悪 を上 回 る公的利益 があ るか,表 現 の自由を保障す る意義
は何か,に つ いて検討 す るこ とがな く,表 現の 自由は認め られ るが,そ れ
は害悪 を及 さない場合 だけであ る,表 現の 自由の行 使はで きるだけ害悪 を
生 じさせ ない方法 で行 うこ とが望 ましい,と 考 えて いる ことにな る。 ヨー
ロ ヅパ人権条 約では表現の 自由が原則であ り,制約が許 され るのは,民主的
社会 において必要 とされ る場 合だが,そ の場合に もできるだけ 自由 に対す
る制 約が少ない制約手段を選択すべ きで あ ると考 えてお り,対照的で あ る。
(ii)控訴院(M-2)
被告OGは 上訴 したが,控 訴院は上訴 を棄却 し,若 干 の 修正 を加 えて
ミレッ ト中間差止命令を支持 し以下 の よ うに判示 した。
(a)第1審裁判官 の裁量行使 に,原 理 に関す る誤 りは存在 せず,そ の結
論は正 しい。公 的利益の競合的側面につ いて も正 し く比較衡量 を行 った。
(b)損害賠償が政府に対す る不適切 な救済 であ ることは 明白であ るq7)。
(c)Wの叙述が周知 のものであ り,秘 密性 を喪失 した とい う主張 は,W
の見解 の公表 が政府に よって公 認 された とい うこ とが前提 とな る(公 認 さ
れ た とす る証 拠は存在 しない)。 これ まで 当該情報 の公表 の阻止 に失敗 し
て きた ことは,資 料 の秘密性 を侵害す るもので はないq8)。
(d)防諜機関 に関わ る秘密性 の本質 を考慮す る と,情 報 の公表 は,対 抗
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的 な公 的利益 に よって正当化 され えない(鋤。
控訴 院は,ミ レ ッ ト裁判官 の論理をほぼ踏 襲 し,比 較衡量に よって 中間
差 止命令の必要性 を判断す る。 この比較衡量はAmericanCyanamidCo.
v.EthiconLtd.の判決(20)において,利 益衡量balanceofconveninceと
して言 及 された もの とす る(21)。本件で も,差 止的救済 以外の 他 の手段 と
して損害賠償 は不適切 である ことを考慮に入れ るだけ でな く,被 告の公表
の 自由に対す る正 当化 され ない制約 の結果 と秘密資料 の正 当化 されない公
表 の結果 との相関的重大性 を考慮す る。 そ して重大性 の評価 は,防 諜機関
の職務の秘密性 の観点 か ら,「衝突は制約す る側に有利 に解決 され な け れ
ぽな らな い。 ただ し裁判所 が審理 において成功 しそ うな公的利益 の重要 な
抗弁 が存在 す るこ とを裁判所 が認め るときはその限 りではない」 とい うア
プ ローチに よって決定 す るこ とが適切 であ るとした 《22)(M-1と同 じ)。
そ こで比 較衡量 され る公 的利益であ るが,被 告の公表す る自由 として,
防諜機関の重大 な不 法行為を被告は 自由に公表で きる とい う主張 が検 討 さ
れ た。その根拠は,防 諜機関 も通常の市民 と同様,法 に 従 う こ と,公 衆
は,公 務全般 と同じ く,防 諜機関に よる法 律違反 ない し条約上 のi義務違反
を知 り,そ れ を防止す るため に圧 力をかけ る合法的 な利益 を有 してい るこ
とであ る。法に従わず,必 要 と考 えれ ば事実上法 に基づ く義 務か ら逸脱す
る ことがで きる防諜機関 は,民 主的 自由に対す る重大 かつ 容認 しがた い脅
威 となる。 だか ら,不 法行為 の中立 を調査 し,申 立 が立証 されれ ぽ,再 発
防止及 び責任 者を処 罰す る適切 な措置 を とることが確保 されてい るこ とに
公 的利益 が存在 す る とい う点には裁判所 も同意 す る(23)。
だ が重大 な申立 の存在 が,た だちに情 報の公 表を公的利益の見 地か ら正
当化す るわ けではな く,情 報の秘 密性 が存在す る場 合,秘 密性 を維 持す る
公 的利益 がそれに対 抗す る公的利益に よって打ち負か され る必要 があ る。
そ して対 抗的 な公的諸利益(よ り正確には,一 つ の公的利益 の対 抗的諸側
面で ある とす る)の 重大性 を判 断す る た め に 比 例 原 理theprincipleof
proportionalityを提示 し(24>,制約ない し制約 の不存在 は,公 的利益の
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全 体的評価 と均 衡 しなけれ ばな らない とす る。 よって,不 法行為 の暴露に
おけ る公的 利益は,警 察 ない し権 限機関に不法 に入手 され た資料 を伝達す
る ことを正当化 す るが,全 国紙 におけ る当該資料の全面的公表を正当化 し
ない とした。新 聞にでは な く,内 閣総理大 臣,SecurityCommission(治
安 機関の不法行 為を,国 家利 益への危険を生 じず に,調 査 ・救済す る独立
機関),枢 密顧問官,公 訴 局長 官,警 察に対 して報 告すれ ば よい とい うこ



















(15)こ う し た イ ギ リ ス の 裁 判 官 の 条 約 に 対 す る 態 度 を 批 判 し て,権 利 章 典 を 導
入 し て も,適 切 に イ ギ リ ス の 裁 判 官 が 解 釈 す る こ と は 期 待 で き な い と し て,














イ ンデペ ソデ ン トら三紙 の記事に対す る裁判所侮辱訴訟 で あ るが,OG
の ミレヅ ト差 止命令取 消の申立 に も関連す るω。取 消の根拠 の一つが三紙
の記事掲載 なので,三 紙 の裁判所侮 辱の成否 は非常 に関係 があるか らで あ
る。
副大法官 は,「他 の当事者に対す る有名 な 差止命令を 知 りつつ行われ た
公 表で,そ れ が別 の老 に よってな され て も差 止命令違反 となる場 合には,
当該 差止命令に関す る司法過程 を攻撃 ない し侵害 す るとい う 理由 に よ っ
て,当 該 公表が裁判所侮辱 とな るか ど うか」 決定Lな けれ ぽな らない とし
た。す なわ ち当該差止命令 の対 象ではない者 が,当 該差止命令の対象者に
対す る有名な差 止命 令を知 りつ つ情報 の公表 を行 った場 合,公 表が差止命
令違反 となるな らぽ,刑 事裁判所侮辱 とな る(2)。法 務長官 は,イ ンデペ ン
デ ン トに よる公表が ミレ ッ ト差止命令違反 とはな らない ことを認めたが,
司法の運営 を抑圧 し阻害す る行為 として,刑 事的裁判所侮辱であ ると主張
した。新 聞社 側は,法 務長官は議会外の方法 に よって裁 判所侮辱法 の内容
を拡張 してお り,令 状 の文面に ではな く,そ の精神に違反 す るこ とに よっ
て裁判所侮辱 であ ると判示す るこ とは 自然 的正義の原理 に反 している と反
論 した③。
副大法官 は,三 紙は ミレ ッ ト差 止命 令の明文 に違反 してお らず,当 該差
止命令 の当事者 で もな く,三 紙 の依頼 した者に よる差止命令違反 で もない
として,法 務長官 の申立 を棄却 した。 その論拠は以下の ようにな る。
(a)念願に置 くべ きこ とは,ミ レッ ト差止命令は,① 国家機 密や公共の
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福祉 の維持 のため とな る公的権利 を実施 す る ものでは な く,② 元の雇用 人
に よる秘密情報 の開示 を阻止す る民法上 の権利 を保護 したのである(4)。
(b)①いか なる場合 に も,第 三者Cは,命 令上 の対 象者Bが ある行為 を
行 うことを規制す る命令 に関 して裁判所侮辱 とはな らない。 但 しCが,こ
の命令 の文言に まさし く違反す る行為 を行 うことにつ いて利害関係者 ない
し当事者であ る場 合はその限 りでは ない。② イギ リス法の下 では,差 止命
令は訴訟当事者が ある行為を行 うことを適切 に規制す ることがで きるだけ
であ る。③前述の①② の結果 として,第 三者Cは,Bに よって も命令 の文
言 自体 の違反 とはな らない行為 を行 うこ とに よって裁判所侮辱 とはな らな
い。④Cが 命令違反 の当事者 な らば,Cは 刑事的裁判所侮辱 である とい う
法のi基礎原理は,裁 判所は裁判所 の命令が,た とえ訴訟 には無関 係の者に
よってにせ よ,明らか にぼかに され ることを許 さない とい うことに なる(5)。
(c)訴え られ た行 為は ミレ ッ ト差 止命令 の実 際上 の違反 ではない。裁判
所侮辱 は存在 しない。 以上の ように判示 しない ことは,イ ギ リスの民法の
基本 原理 を覆 し,不 明確 さ と不 公平 さを持ち込 む こ とにな る(6)。
(ii)控訴院(1-2)
上 訴 した法 務長 官は,新 聞社 の行為は198ヱ年 裁判所侮辱法6条cに 該 当
す ると主 張 した。控訴院 は,高 等法院 の判決 を覆 し,三 紙の行為は刑事 的
裁判所侮辱に該 当す る とした。資料 の公表 は,資 料の秘密性 を損 ない,当
該訴訟の主た る 目的 を失わせ,そ れに よって司法の運営を妨 げるか らだ と
す る。控訴院 は事件 を高等法院 に移送 し,新 聞が この ように妨 げる特別 な
意 図を もって行動 したか ど うか を高等法院に決定 させ るとした。移送 され
た本 件は,サ ンデ ー ・タイムズ裁判所 侮辱事件 と一緒 に審理 された ので,
これ と合わ せて検討す る(4(6惨照)。控訴 院は以下の よ うに論 じた。
(a)問題 は,第 三者 が,ミ レ ヅ ト差止命令に よって拘束 され るか ではな
く,拘 束 され ていな くて も裁判所侮辱の責任 を問われ るのかであ る。
(b)司法の過 程を侵害 す る行為は裁判所侮辱 に該 当 し うる。
(c)秘密情報は,性 質 上,公 表 され る と秘密性を 回復で きない{7)。ミレ
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ッ ト差 止命令の場 合,審 理が係属中,情 報の秘 密性 を確保 す るために裁判
所は これ を発給 した。新 聞は この ことを知 りつつ情報を公表す ることに よ
って,裁 判所 が当初予定 していた方法 では この事件を扱 えな くして しまっ
た。
(d)この行為は,司 法の過 程に対す る重大 な侵害 であ り,裁 判所侮辱 を
構成す る。 よって本件 を高等法院へ移送 し,裁 判所侮辱 が実際に生 じてい
たか ど うかを確定 させ る⑧。
(e)1981年裁判所侮辱法6条cは,司 法の運営 を妨 げ または害 す るこ と
を意 図す る行 為について,1条 及び2条 の適用を留保 して いる(9)。
(f)故意過 失については,法 務長官が,新 聞社 は6条cの 留保条項 の範
囲内で,司 法 の運営 を妨 げ または害す ることを意 図 した こ とを確証 させ る
必要 があ る。 この意 図には,未 必の故意 を含 まな い(10)。
高 等法 院 と控 訴院では結論が全 く反対 であ るが,中 間差止命令違反 と裁
判所侮 辱 との関係 につ いて議 論の設定 が異な るか らで ある。高等法院 は,
第三 者に よる差止命令の内容に反す る行為が差 止命令違反 とな るのであれ
ば,裁 判所侮 辱に該 当す る とす る。他方,控 訴院 は,中 間差 止命令違反 の
有無 とは独立 して,そ もそ も司法 の運営 を妨 げ る行為 か ど うか(198ユ年 法
6条c)に よって裁 判所侮 辱の成立を決定 す る。前者 は裁判所侮辱の成立
範囲 を限定的に解せ るのに対 して,後 者は司法 の運営 を妨 げ る行為 か ど う
かの認定 いかんに よって,裁 判所侮辱 の成立 が左右 され,裁 判官 の恣意 的
な判断が入 りやす い(1981年法への批判 で もある)。 これ は裁判所侮辱 自
体 を限定的 に考え る必要性 を認め るか ど うかの違 いに も関 連す る。 だが両














(3)ガー デ ィア ン ・オブ ザーバー差止 命令取消 申立事件
(i)高等法院衡平法部(OG1-1)
副大法官 は,ミ レ ッ ト差止 命令を取 消 し,STに 対す る裁 判所侮 辱に基
づ く差止命令 も認め なか った。 副大法官 の根 拠は以下 の ようで ある。
(a)合衆国にお け る出版 に よって状況 の急激 な変化 が存在 し,こ の新 し
い状況 の下 で差止 命令 の可 否を検討 しなけれ ばた らないu)。
(b)従来の判例法か らす ると,状 況 が変化 して も法務長官 の主張 は実 体
審 理 でOGに 対 して差 止命令 を獲 得す るのに十 分 だ と想定す ること に な
る。AmericanCyanamidCo.v.EthiconLtdの原理の適用 に疑 問を も
つ(2)o
(c)損害賠償 は,法 務長官に とって実効的な救済で はな く,ま た新 聞社
に とって も賠償 とはな らない ので,利 益(な い しは不利 益)が どこで均衡
す るか決定す る。 他の点 では同等 ならば,秘 密性 の維 持が優先す る。 しか
し他の公的利益が秘 密性 の維 持 よ りも上 回 る場合 はその限 りではない(S>。
⑧ 差止命令の継続 を支持す る要 因 はm,① 中間差 止命令は審理 が係属
中に限 って有 効なので,プ レスを永久に規制 しは しない。②Wの 主張に 目
新 しい ものはな くただ ちに公表 を要 しな い。③ インデペ ソデ ン ト事 件の控
訴院(1-2)は,OGに 対す る中間差止命令は全 メデ ィアを拘束す る と
判示 した ので,OGと 他 の プレス との間 に差 別の問題 は生 じない。④ オ ー
ス トラ リアの裁判 で法務長官 が上 訴 したた めに,オ ース トラ リアの出版社
の結んだ スパイキ ャヅチ ャーを出版 しない とい う約束 が ま だ 継続 してい
199
る。⑤差止命令 の取 消は,裁 判所は秘 密性 の維持には無 力だ とい うことを
意 味す る。⑥ 差止命令 の継続は,Wの 前例に倣 お うとす る他 の者を規制 で
きる。
(e)差止命令の取 消を支持す る要 因は(5),①合衆国におけ る出版 は法務
長官 の訴訟 の 目的 を喪失 させた。② プレスの自由は,そ れ 自体権利 として
重大 な公 的重 要性 があ る。③ プ レスの公表,と りわ け公務に おけ る不 法行
為 を 申立て る公表は,や むをえない場 合を除 き規制すべ きではない。④ 明
らかに 目的 を達成 で きない命令を裁判所が出すな らば,裁 判所は信用 を失
う㈹。
(f)防諜機関の観点か ら重 視 され る公 的利益は,プ レスの 自由等 の公的
利 益 と比 較す ると小 さい。比 較衡量の結果,差止命令 の取 消を支持す る(%
副大法官 が プレスの 白由の意義 につ いて考察 してい る点 は注 目で きる。
す なわ ち,プ レスの自由 も比較衡量 の対 象 となるが,プ レスの 自由はそれ
白体権利 として,非 常に重大 な公酌重要事項 だ と認めた こ とであ る。問題
を探 し出 し,公 表 し,十 分情 報を与 え られた公的議論 を惹起で きるプ レス
を備え るこ とが,国 家制度 の保障機構で ある。だか らプ レスにおけ る公表
は,や む をえない場 合を除 き規制 され てはな らない。個人が公表 した場 合
は規制 しないが,プ レスが公表 した場 合には,公 表 に よって生 じる損害 が
大 きいので規制す る とす る ことは,プ レスの 自由の否定 であ る(8)とす る。
この よ うな見解に立 てば こそ,公 平 な比較衡量が可能 とな る。
「問題 の真相 は,電 波 とジ ャンボ ・ジ ェッ トの現代にお いて,ど こか で
ニ ュース とな ってい るこ とは,ど こに おいて もニュースにな るとい うこと
であ る」(9)とい う副大法官 の指摘 は まさヒ 問題 の真相をついてい る。 ひ と
たび アメ リカでスパ イキ ャッチ ャーが出版 され,イ ギ リスに も持 ち込 まれ
る ようになれ ば,こ うした事実 に 目をつぶ って,誰 で も入手 で きる情報 を
差 止命令 に よって規制 し ようとす るこ とは,法 がばか に され,名 誉を傷付
け られ ることにな る とす る副大法官の見 解は まさに常 識的であ り,当 を得
てい るものであ る。 これ が上級 裁判所 では覆 され ることに よって,ス パ イ
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キ ャ ッチ ャー事件 は泥沼 に入 り込 んだ といえる。
(ii)控訴院(OG1-2)
控訴 院は上訴 を認 め,次 の よ うに判示 した。
(a)ミレ ッ ト差 止命令事 件で存在 した命令 の修正 とい う選択 の余 地を,
副大法官 は議論 も検討 もしなか った。 これ は誤 りであ る(10)。
(b)スパ イキ ャッチ ャーが裁判 管轄内で入手可能 とな ったので,ミ レ ヅ
ト差止命 令を広 い適用範 囲の ままで維 持す る ことは合理的 ではないu1)。
(c)副大法官の推論 お よび裁 量 行 使 は 誤 って い る(と くに ミレ ッ ト差
止命令の継続は無意味 であ ると結論 した こ と)の で 上 訴 裁 判 所 は 介 入 す
る(12)。
(d)Wの義務違反 は存在す る。審理 が継続中は,裁 判所 がスパイキ ャッ
チ ャーの内容の流 布を阻止す る よ うに努 め ることは正当化 され る(13)。
(e)差止命令 を修正 し,国 家 の安全問題 に関す るWに よる,ま たはWに
由来す る とされ る書物 の全 部また は一 部な い しはその他の発言につ いては
公表 を規制す るが,彼 の主張 を一般 的な記述に よって要約す るこ とは許 可
す るよ うにす る。 この よ うに修正 して中間 差止命令を認め る⑭ 。
控訴院 は,差 止命令 の継 続は,① 回顧録 は認可 なしには出版 で きない こ
とを示す ことに よって,諜 報機関 の信頼 を維 持す る㈹,② 法 務 長 官 の権
利 を本 案審理 まで保護す る,③ 秘密漏 洩を犯 して書かれた題材 の流 布を阻
止す る とい う裁判所 の任務 を実行 す る,と い う点で有用 である とす る(16)。
副大法官 の見解 とは うって変 わ って,言 論 の自由ない しプレスの白由に
関す る検討が ない。防諜機 関の秘密 をいか に保護 す るか とい うことに主 眼
が あ り,実 賞的 には比 較衡量を行 ってい るとは言 いがた い。
しか も中間差 止命令の当初の 目的 である,現 実 の国家秘密 の保護 が実 際
には達成 で きな くな った ことを認めつつ も,な お①友 好国の諜 報機関 や国
内の他 の機関 との信頼の維 持や,② 防諜機関の他の職員 が同種 の情 報を公
表す る危険の防止等か ら,差 止命令 を継続す る意義 は あ る とす る(17)。た
とえば,LordJusticeRussellが,訴訟の 目的は,イ ギ リスの防諜機関 の
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秘密性 の維持 で もな く,他 の機関 との信頼関係の回復で もないが,そ れで
も法 と裁判所は,ス パイキ ャ ッチ ャーの一 語一語 が明 らか に秘 密漏洩 であ
る以上,そ の内容が商業 ベ ースで広 まる ことを阻止す る よ うに努力 しなけ
れ ばな らない し,努 力 し続け てい るとい う外観 を見せ なけれ ばな らない と
す る(18)。これ に至 っては,競 合す る公的 利益の比 較衡 量で は な く,裁 判
所 の威 信をかけて裁判所 の命 令を守 らせ る とい うこ と,す なわ ち 「司法 の
権威」 が最 初か ら重 視 され てい る ようであ る。
(iii)貴族院(OG1-3)
貴族院の多数意見(LordBrandon,LordTempleman,LordAckner)
は,ミ レヅ ト中間差 止命令 の継続を支持 し,以 下 の よ うに判示 した。
(a)(裁判官 全員 の一致 した意見 に よ り)ミ レ ヅ ト差止命令 は,こ の命
令が許可 され た時の状 況においては,全 く正 しい もので ある㈹ 。
(b)(LordBrandon及びLordAckner)問題 の差 止命令 は一 時的であ
るこ とは非常に重要 で あ る。終 局的差止命 令に よって重要 な公的利益 を保
護す る とい う法 務長官 の主張 は論議 し うる。 ミ レ ッ ト差止命 令を取消 し
て,こ の主 張を本 案に おいて適切 な証拠に基づ き,適 切 に裁判 され る機会
を法務長官 か ら完全 に剥奪す る ことは正 当ではない(20)。
(C)損害賠償 は政 府 に とって価値 のない救 済であ る(21)。
(d)(LordTempleman及びLordAckner)防諜 機関 の効率性 を維持す
る とい う重要 な公的利益が存在 す る。 スパ イキ ャ ヅチ ャーの公表 は個 人や
治安機関 の モラルに対 して打撃 を与 える。 この点 に,治 安 機 関 の 秘 密 性
を支持す るため に ミレ ッ ト差 止命令 を継続す る十 分 な正 当 理 由 が 存 在 す
る(22)。'
(e)(LordTemp!eman)プレスに対 して 制 約を 継続す る他 の理 由は,
差 止命令 が取 消 され ると,こ れに よって先例 が作 られ る とい う こ とに あ
る(23)。
(f)(LordBridgeの反 対意見)ス パイキ ャ ヅチ ャーが イギ リスで 自由
に入手可能 とな った事 実は実質的に状況 を変えた。Wの 不法行 為 に対 す る
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救 済は無意 味な差止命令にで はな く,accountofprofits(24}にあ る 5)。
(9)(LordOliverの反 対意見)裁 判所 の 裁量 の 行 使に対す る上訴 にお
いて果たす こ とが で きる上訴裁判所 の機 能は限定 されて いる(26)。本 件 に
おいて,副 大法官 は適切 にその裁量 を行 使 し,そ の アプ ローチには誤 りは
存在 しない。した が って,これは上訴裁判所 が介入す べ き事 件 ではない⑳ 。
(h)ミレ ヅ ト差止命令 の但書 きで,ニ ュ 一ー・サ ウス ・ウェール ズの訴訟
手続 において公 開 された資料 の公表 は許可す る とい う条項は 削除す る⑳ 。
公開法廷 で読み上げ られ た資料 を イギ リスの新聞が再 掲載 で きるな らば,
差止命令は骨抜 きにな るか らであ る。
今回,貴 族院 裁判官 は表現の 自由ない し ヨー ロッパ人権条約 に言及 して
い る点で,以 前 の態度 とは全 く雲泥 の差 であ る。 た とえば,サ ンデー ・タ
イムズ事件 では,ヨ ー ロ ヅパ人権裁判所 は条約10条違 反 を認めたが,国 内
裁判所では条約への言及 はなか った(鋤。 ヨー ロ ヅパ人権 委員会 に お い て
10条違反 とされたハ ーマ ン事 件(30)も,貴族院多数意見 は表現 の自由の問
題 としては考 えなか った。 ヨー ロッパ人権裁判所 でたび たび敗訴 している
ことが,従 来 の よ うな無視 を続 けに くくしてい るともいえる。
多数意見側 で もっとも注Elされ るのは,LordTemplemanがヨー ロ ッ
パ人権条約 にただ言及す るだ けでな く,ヨ ー ロッ☆人権裁判所 の確立 した
要件 を参考 として事 件 を検討 している ことであ る。 まず,本 件は,防 諜機
関 に よって保護 され る公衆 の権 利 とプレス に よって十分 な情報を提供 され
る公衆の権 利 との衝突が問題 であ るか ら,ヨ ー ロ ッパ人 権条 約の検討が伴
うとす る。 そ して条 約10条に言及 し,ヨ ー ロッパ人権 裁判所 がサ ンデ ー ・
タ イムズ事 件において 「ヨー ロッパ人権裁 判所 が直面 してい るの は二つ の
競合す る原理 間の選択 ではな く,限 定的に解釈 され なければな らない幾つ
かの例 外を伴 った表現の 自由の原理 であ る」⑪ と述 べた こと も参照 した。
そ して問題 は ミレヅ ト差止命令 に よる表 現 の 自由 へ の 侵 害 が,国 家 の安
全,他 人の名声 ない し権 利 の保護,秘 密 に受領 された情報 の公表阻止,司
法部 の権威 と公 正の維持 のた めに,1987年7月30日の時 ・慧で民主社会に お
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いて必要か ど うか であ る とす る⑫ 。 そ して防 諜 機 関 に関す る大量 の うわ
さを プレスが公表す ることは,防 諜機 関に対 して損害 を生 じさせ るので,
条約 の観点 か らも ミレッ ト差止命令 は必要 であ った と考 える㈹ 。
LordBrandonも,より表面的言及 で,条 約を制約 正当化根 拠 とす る も
のであるが,や は り10条に 言 及す る(34)。以上,結 論 の 妥 当性 は ともか
く,イ ギ リスの裁判官 も条 約を意識 して,解 釈 の中に取 り込む姿勢 が うか
がえ る。
他方,LordBridgeは特筆すべ き反対意見 を述べ てい るc35'。まず 第1
審 の副大 法官 と同様,ア メ リカでスパ イキ ャッチ ャーが出版 され,誰 で も
(事実上 は イギ リス国民 さえ も)入 手で きる今では,公 表 を阻止す る差止
命令は無意味 であ り,救 済はanaccountsofprofitsによる とした点 であ
る(36)。
そ して,よ り重 要な ことは言論 の 自由に対す る言及であ る。 イギ リスは
成 文憲法 も修 正1条 も持たない し,ヨ ー ロヅパ人 権条約 を国内法化 してい
ないが,条 約10条の保 障す る言論の 自由 をは じめ,自 由な社会 におけ る基
本的 自由を保障す る コモ ン ・ローの能 力にLordBridgeは自信 を持 って
きた とす る。 ところが今回の貴族 院の決定 は この 自信 を揺 るが した。 イギ
リス以外の どの国で も知 られ,自 由に議論 され て い る 公的関心事 につ い
て,イ ギ リスの プ レスに おいて議論す る ことを,全 面的 に禁 止す るものは
何 も存在 しない。 しか も法務長官 が求 めて もいない,オ ース トラ リアの裁
判 の報道の規制 を認め る貴族院の決定に は賛成 で きない とす る(37)。
「言論の 自由は,常 に,全 体主義 体制 の最初 の犠牲者 となる。 こ うした
体制は市民 の間に情報や思想が 自由に流通す るこ とを認め る ことが で きな
い。検閲は,公 衆 が知 って よい ことと知 ってはな らない ことを規制す る欠
くこ とので きない道具で ある。 イギ リス以外では 自由に入手 で き る 情報
を,イ ギ リスにおいては公衆か ら遠 ざけ てお こ うとす る現在 の試みは,こ
うした非 常に危険な道へ足を踏み 入れ る重大 な第一 歩 とな る。 よ りた くさ
んのスパ イキ ャッチ ャーが イギ リスに持 ち込 まれ,流 通 す る ようになれ ば
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なるほ ど,当 該禁止 を維持す る ことが,ば かげて見 えて くるだ ろ う。 もし
も政府 が,あ くまで も禁止を維持す るために戦 いつ づけ ることを決意す る
な らば,ス トラス プールにおけ る ヨー ロッパ人権 裁判所 に よる必 然的な違
反 判決 と非難 と屈辱 に直面す る ことにな るだろ う(38)。」
や は り反対意見 に立つLordOliverも,イギ リスを訪れ た者 は,民 主
的 自由の揺籠 として知 られ たイギ リスの現状に驚 くに ちがいな い とし,第
一審 の副大法官 の プレスの自由に関す る見 解を支持 す る㈹ 。 「イギ リスは
修正1条 を持た ないが,ブ ラ ヅクス トーンが述べ る よ うに,プ レスの 自由
は 自由な国家 に必須 の ものであ る。我 々が支払 うべ き代償は,こ の 自 由
は,時 として嘘つ きやペテ ン師の車 につ ながれ る ことである。 しか し自由
を維 持す るとした ら,や むをえない こ とであ る。」「思想 は,い かに不人 気
で不快 な ものであ って も,ひ とたび 白由な討 論 と流通 の中に放 たれた なら
ぽ,あ たか も伝染病で あるかの ように実効的 に差止め ることはで きない」
「一時 的にせ よ,外 国か らの公的評 釈や議 論への感 染 を防 ぐ,一 種の司法
に よる防疫線を創設す る試みは,実 効的でな い ことは もちろん,非 常に危
険な方 向へ第一 歩を踏 み出す ことにな る㈹)。」 以上 の反対意見 は,前 述 し



























(24)特 別 な 場 合(た と え ば 著 作 権 侵 害 訴 訟)に は,原 告 が 損 害 賠 償 の 代 わ り と
し て 主 張 で き る 救 済 で あ る 。 勝 訴 し た 原 告 は,被 告 が 原 告 に 対 す る 不 主 行 為


















ヨ ー ロ ッ パ 人 権 条 約 の 国 内 的 受 容 を 支 持 す る に 至 っ た と 評 価 す る 論 者 も い
る 。1.Leigh,SpycatcherinStrousbourg,1992PublicLaw200.
(36)Attotney'Generalv.Guardian(No.'1),supranote1,at1284-1285.





(4)ダー ピー シ ャー公立図書館事件一高等法院衡平法部一
ダー ピーシ ャー県参事会(県 の立 法 ・行政機関)DerbyshireCounty
Council(DCCと略す)は,公 衆か らスパイキ ャ ヅチ ャーの本 をDCCの
規制 の下 に,公 立 図書館で利用 で きる ように してほ しい とい う要 請を受 け
た ので,裁 判 所に対 して以下 の ことを請求 した(1)。
(a)県参事会 が以下の こ とを合法的に行 えるか を決定す ること
①EC加 盟 国か らスパ イキ ャ ッチ ャーを4部 購 入 し,公 立 図書 館を通
じて公衆 が利用 で きる ようにす る こと
② 図書館 が購入す る新 聞,雑 誌等 が,Wが イギ リスの防諜機関 の職員
としての資格にお いて取得 した情報 を含むか ど うかの検 査をせずに,
公立 図書 館を通 じて収 集 し,公 衆に利用 させ るこ と。
(b)別の手段 として,裁 判所 が前述 の訴訟 で出 した中間差 止命令を修正
して,第 四の但書 きを加 え,司 法 の適切 な運営に対す る侵害 を,県 の図書
館 に関す る権限 としての資格 において県参事 会は行 わない よ う に す る こ
と。
1987年10月16日,高等法院は以下の ように判示 した が,DCCが 要請す
る命令 は出 さなか った。
(a)包括的かつ効 率的な図書 館サ ー ビスの義務 は,司 法 の適切 な運営 を
侵害 しない とい う責務 と両立 し うる。 図書館の制定法上 の義務 は,制 定法
上 の義務 には服 さない一 般人 と異 なる範疇に 図書館機関 を置 く こ と は な
い(2)o
(b)裁判所侮辱 は,悪 し き行為,す なわ ち物理 的行為,及 び故意過 失,
いいか えれ ば犯罪的意思 で構成 され る。二つ の要 素の存在は,裁 判所侮辱,
ない しは司法 の適切 な運営 に対す る侵害 で有罪 とされ る た め に 必要 であ
る(s)。
(c)中間差 止命令 の 目的は,ス パ イキ ャッチ ャーの内容を公衆が知 るの
を阻止 す るこ とであ るか ら,資 料の流布は司法の運営 に 対 す る 侵害 とな
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る(4)。
(d)OGの新 聞記 事の大量流布 と図書館に4冊の本 を設置す ることの区別
は必要 ない。後者は,一 見な んで もないが重大 な結果 にな る事 柄であ るm。
(e)しか し,新 聞,雑 誌 の検 査を しない こ とは,裁 判所侮辱 の構成要 件
該 当行為 ではな く,司 法の運営 に対す る侵害 では ない。 図書館 に,非 公式
の検 閲官 としての職 員を雇用す る責務があ る と想定す ることはばか げてい
る(6》。
(f)中間差 止命令の文 言の変更 に よる法務長官 の回復 しがたい損害 に比
較すれ ば,図 書館がWの 回顧録 の利用 を正式 審理 まで公衆に待たせ る損害
は取 るに足 らない。差止命令 を変更す るに足 る状 況の変 化は存在 しない。











(5)ガー デ ィ7ン ・オブザーバー ・サ ンデー ・タイムズ秘密漏洩事件
(i)高等 法院衡平法部(OG2-1)
ミレ ッ ト差止命令事 件(M)お よびOG差 止命令取 消事 件(OG1)に
関す る実体審理で ある。STも 差止命令の可否について審理 され る(前 述
4(3)参照)。STに のみanaccountofprofitsも請求 された。
法務長官の新聞に対す る主張 に よれ ばω,①Wは 防諜機関職員 として取
得 した情報を公 表 しない終身の守秘義務を政府に負 う。②Wは スパイキ ャ
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ヅチ ャーの執筆 に よって,義 務違反であ る。③三紙 は同書 の内容 の性質 を
理解 しWの 公表は義務違 反 であ ることを知 っていた,とみなす べ きである。
④従 って,同 書 の資料 を新聞 が所有 した場合 に は,新 聞 もWの 義務 と 同
じ,公 表 しな い義務 に服す る。⑤Wは,情 報の守秘 義務違反 を続け る こと
に よって,情 報 か ら秘密性 を奪 うことも,自 分 の義務か ら自由にな ること
もで きない。⑥ 同書の情報 は,Wの 義務違反 に よって,新 聞の所有す る と
ころ とな った ので,新 聞は,現 在 で も情報 を公表す る権 利はない。⑦第三
者に公表 され た秘密情報 で も,第 三者が 当該公表が守秘義務違反 であ るこ
とを知 ってい るな らば,公 表に よって情 報の秘密性 を失わ ない。
法 務長官 は この実体審理 までに,ス パイキ ャッチ ャーの内容が秘密性 を
喪失 した ことを認めてい る(2)。従 って終局的差止命令を求め る根拠 は,MI
5の秘密 を保 ち続け るとい う国家の安全 か らの要 請ではな く,実 効的で忠
誠心 の高 い防諜機関を求め る国家の要 請 とい うことにな る。
新 聞はWの 守秘義務 自体は反論 しないが,義 務の範 囲 と継続期間につ い
て反 論す る(3)。①MI5の 不法行為 の公表 とい う観点か ら不正 の抗弁(4)が
成 立す る。② 当該情報 は公表 され,誰 で も入手 でき,秘 密性 を喪失 した の
で,当 初 当該情報 を公表 しない義務 を新聞 が負 っていて も現在 では消滅 し
た。③ 新聞に対 して公表 しない義務 を課 そ うとす る ことは,言 論の自由お
よび プ レスの自由に対す る容 認 しがた い侵害 となる。
ス コ ッ ト裁判官 は,終 局的 差止命令 を認 めない と判示 した。
(a)情報 を秘密 漏洩に よって保護す る場 合,そ の情報 を公衆が知 る可能
性 が,情 報 公表 の守秘義務に よる規制に とって致命的かが問題であ る。 そ
れ は事 件の状況次第で,情 報の性質,保 護利益の性 質,原 告 と被告の関係,
被告が情報を入手 した方法,公 表 された状況 とその程度 いか んに よる(5)。
(b)本件で は比較衡量 が要 請され る。Wの ような人物 に課せ られた守秘
義務 の範 囲お よび継続 期間は,保 護情報 に関連 して,情 報の秘密維持 とい
う国家 の安全 の必要性 と,情 報 の 自由な公表 とい う公的 ・私 的利益 と必要
性 との相対的重要性 にかか っている㈹。
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(c)秘密情報 を所有 した第三者は,秘 密を尊重す る義務 を負 うか もしれ
ない ことは明確 かつ確立 した法であ る。 しか し元の秘密保持者 の負 う義務
を課す には,状 況が第三 者に関係す る良心 の義務を惹起 しなけれ ばな らな
い。第三者が新 聞の場 合,その義 務は情報提供者 の義 務 と同一ではな いC7)。
(d)異なる公的利益の重要性を検討す る際に,裁 判所 は ヨー ロッパ人権
条約10条におけ るイギ リスの条約上の義務 に合致す る ような方法 で比較衡
量を行 う(8)。よって10条及 び ヨーロッパ人権裁判所 の判決(特 にSunday
Timesv.UnitedKingdom及びLingensv.Austria)を考慮 に入れ る。
後者は,国 家 の安全の利益 のために行 う自由な表現 の規制 は,規 制 に対す
る 「急迫 した社会的必要 性」が存在 し,当 該規制が 「遂行す る合法 的(規
制)目 的 と釣 り合 って」 い る場 合に限 られ るこ とが確立 しているく9)。
(e)Wは,雇 用 中に入手 した情報を公表 しない義務 を負 う。Wの スパ イ
キ ャ ッチ ャーの執筆 ・出版は義務違反 で ある。 同書の その後 の出版 お よび
流布 も義務違反 であ る。 だか ら法 務長官 はWま たはそ の代理人に対 して,
連合王 国におけ る同書 の出版を規制す る差止命令を得 る権利 を有す る。
(f)OGの記事は,オ ース トラ リアの裁判に関 す る公正 な報道 であ り,
Wの 主張の一部の公表(ナ セル暗殺計 画等)は,「 不正」 の公表 として正
当化 され るか ら,記事は,Wの情報受領者 の守秘義務違反 とはな らない(10)。
(9)他方,STが 同書 の抜粋 を掲載 した ことは守秘義 務違 反 である。 当
該抜粋は,国 家 の安全 の利益に優位す る公的利益問題 を提起 しない題材 を
含むか らである。法務長官 はanaccuntofpro丘tsを得 る権利 があ る(11)。
(h)1987年7月14日以来の同書 の出版,流 布の結果,同 書の情報につ き
新 聞その他の第三者は守秘義務 を負わ ないので終局的差 止は認めない。 国
家の安全 とプレスの自由 とを比 較衡量すれ ぽ,後 者が優位す る)'2)。
(1)Wまたは他の防諜機関 の職員か らの情報 の今後 の公表 を規制す る一
般的差 止命令は拒否す る㈹ 。
表現 の自由に関 して,ス コッ ト裁判官は,条 約10条を,独 立 の項 目を設"t
けて論 じた(14)ことに注 目で きる。 これは先の貴族院判決(OG1-3)が
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ヨー ロヅパ人権条 約に言及 したため である。 国家 の安全 とプレスの自由 と
の比 較衡量㈹ において も,プ レスの果 た す 役割 を積極 的に評価す る。新
聞は公衆 が他の手段 では入手 で きない情報を公衆に提供す る とい う,自 由
社会 において合法的 な役割 を果たす。 政府 と元MI5職 員 との間の 比較衡
量 と,政 府 とプ レス との間 の比 較衡量 とは同一 ではない。本来 の情報保持
者Wの 守秘義務 と新聞社 の守秘義務 とが異 なるのは当然であるd6)。ただ,
ヨー ロヅパ人権裁判所判 例が具体 的に どの程度反 映 されたのかは明確では
ない。
(ii)控訴院(OG2-1)
控訴 院は,ス コ ッ ト裁 判官の決定 を支持 し,法 務長 官の上訴 お よびST
の交差 上訴cross・appea1を棄却 した。
(a)秘密情報を所有 した第三者 はそれが秘密 であ るこ とを知 った とき,
第三 者の良心を拘束す る とい う点 を第1審 裁 判官 は正確 に把握 した。
(b)政府 は,情 報 の性 質 自体か ら生 じる秘密性 を 維持す る権利 を 有 す
る(1η。
(c)公衆(単 に公衆 の限 られた部分 とい うのでは な く)に とって入手可
能 とな った ものは,そ れ以 後,秘 密性 の権利 に服 し得ない(18)。
(d)秘密性に関す る公的利益に優 位す る,公 表を支持す る公的利益が存
在す る場合,法 務長官が,公 表が秘密漏洩 であ り,公 的利益 の見地 か ら規
制 が要請 され てい る ことを証明 しなけれ ばな らない。
(e)スパイキ ャッチ ャーの公表お よびその情 報が広範 囲に流布 した こと
に よって,当 該情報が有 してい る秘 密性の性 質は失われ て しま った。
(f)競合す る公的利益を比較衡量す ると,差 止命令 の継続は必要では な
い。Wを 失望 させ る試 みは,本 人に直接関 わ る訴訟に限定 され る。
(9)OGの記事 の情報は,公 衆が合理的に知 る権利が ある範 囲を越 えて




掲載 した翌 日スパ イキ ャ ヅチ ャーが合衆 国で出版 され る予定 で あ っ た 事
は,記 事掲載 を正 当化 しない。STの 記事掲載 は秘密漏 洩であ り,こ の違
反 か ら生 じたanaccountofprofitsを支払 う責任 があ る(20'(反対意見 あ
り)。
(i)当該状 況では差IE命令 に よって,STに スパイキ ャ ヅチ ャーの 今後
の連載を規制す ることは無意 味であ る⑳(反 対意見 あ り)。
(j)wまたは防諜機関の職 員ない し元職 員に由来す る情 報の将 来的公 表
を規制す る一般的差止命令は認め られ ない。公表 の包括 的禁止に相当 し,
公表の規制を求め る当事者に課せ られ る負担を削減す るこ とに なる(22)。
(iii)貴族院(OG2-3)
貴族院 は,第1審 を支持 し,上 訴及び交差上訴 を棄却 した。
(a)第1審裁判官 お よび控訴院は秘密漏洩 に関す る法を 正 し く評価 し
た。
(b)秘密情報の公表 を阻止す るために,ま たは秘密性 を根拠 として公表
に対す る救済を求め るために政府が行動す る限 りにおいて,政 府は公表が
公的利益 を侵害す る ことまたはその可能 性を証明す る立 場 に 必 然 的 に 立
つ。 この点 に関 して政府 は特別 な立場 にあ る。政府 の活 動 に 関 す る情 報
で,国 家 の利益 に何 も侵害 を及 ぼ さないものは,当 初 の公表 は秘密漏洩 を
犯して公表 され て も,漠 然 としたエ クイテ ィ上 の良心 の義務 を理 由に制 約
され ない(2s)e
(c)スパ イキ ャ ッチ ャーの一 般的公表 は公 的利益に対 して重要 な損害 を
与えない。 よって ミレ ヅ ト差 止命令継続 は有 用ではない(24)。
(d)情報が秘密 であ ることを知 りつつ秘密情報 を所有す るにいた った第
三者 は,他 の誰 に も当該 情報を譲 り渡 さない とい う義務 を負 うことにな る
のは法の一般原理 であ る。だが第三者 の立場 は事件の状況 に よ っ て 変 わ
る(25)。
(e)OGの記事 は公的利益を害す る情 報を含 まず,守 秘 義務違反 とはな
らない。新 聞に対す る終局的差 止命令は認め られ ない(26)(反対意見 あ り)。
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(f)STの立場 は異な り,抜 粋 の連載 は守秘義務違反 であ る。 不正 の抗
弁 お よびpriorpublicationの抗弁は該当 しない。 当該記事掲載 の 翌 日,
ア メリカ合衆国に おいて 同書が出版 された ことは正 当化理 由 と は な ら な
い。STはanaccountofpro丘tsを支払 う責任 を負 う《27'。
(9)スパイキ ャッチ ャーの情報は現在では公有inthepublicdomain
とな り,秘 密 ではないので公的利益 に損害 を加え るこ と は な い。 よって
OGに 対す る同書の内容 の報道を規制す る差止命令,STに 対す る連載記
事継続 を規制す る差 止命令は認め られ ないc28)(反対意見 あ り)。
〈h)防諜機関の職 員及び元職員は,政 府 に終身 の守秘義 務を負い,彼 ら
の大半は新 聞に情報 を暴露す る ことは ない。彼 らが関与す る,同 書に関わ
る将来 の公表 を規制す る一般的差止命令 を認め ることは 不適当であ る(29)。
OG2-3はOG1-3に 比較す る と,ヨ ー ロ ッパ人権条約 の 存在 に言
及 しただけで,表 現の 自由への考察 も少ない。OGユ ー3に 比 較 し て,憲
法的 視点 か らの表現の 自由に関 して貢献す るものが あま りない。 その背 景
には,こ の時点では,ス パイキ ャヅチ ャーが合衆 国で出版 され,ど こで も
(イギ リスで さえ も)入 手 で きる ようにな って1年 以上 経過 し,こ の問題
に関心 がある者 は同書 の内容を熟知 し,政 府 の終局的差止命令は現実的 で
はない ことが明確 にな っていた ことがある。そ こで貴族院は法原理 の問題
として議論す るまで もな く,コ モ ン ・セ ンスの問題 として,保 護す るべ き
秘密 は存在 せず,公 表を許 して も公的利益 に対す る損害 は存在 しない,よ
って差JL命令は認めない とい う形で裁定 を下 したわ けであ る(30)。このほ う





































控訴院に よって移送 された イ ンデペ ンデ ソ トら三紙 に 対 す る 裁判所侮
辱,STに 対す る裁判所侮辱,サ ンデー ・テ レグラフ,ニ ュース ・オ ン ・
サ ソデ ーに対す る裁判所侮辱 が審理 された。今回,法 務長官が 求 め た の
は,イ ンデペ ンデ ン トお よびSTの 発行者 お よび編集老に対す る実質的救
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済 だけであ ったω。高等法院は イ ソデペ ンデ ン ト及びSTに 裁判所侮辱 を
認め,各 々 £50,000の罰 金 と法 務長官 の 訴 訟費用 を支払 う よ う に命 じ
た(2)。
㈹ 控訴院(s-2)
1990年2月27日,控訴院 は,第 一審 を支持 し,イ ソ デ ペ ンデ ン ト,ST
らの上訴 を棄却 したが,罰 金は課す べ きではない と結論 した《3)。
(iii)貴族院(s-3)
1991年4月11日,貴族院 はSTに よる上 訴を棄却 した(4)。ST側は,裁
判所侮 辱の成 立に必要 な故意は存在 したが,上 訴 人の行為 は,裁 判所侮 辱
の構成 要件に該 当す る行為 とはな らない と主張 していた。
貴族院の判示 に よれば,ミ レッ ト差止命 令の 目的は,秘 密漏 洩訴訟 の係
属中,ス パイキ ャ ッチ ャーか らの公表を阻止す るこ とだか ら,STに よる
公表 は,実 体審 理 の 目的を無 価値にす る。公表 は,法 務長官 が訴訟 におい
て秘密性 の維 持を主張 していた資料 を公有 に して しまったか らであ る。 従
ってSTの 行為 は,秘 密漏洩訴訟 におけ る司法の運営 を害 す る悪 しき行 為
(構成要件該当行為)を 構成す る。故意 につ いてはSTが 認め て い る の
で,裁 判所侮辱を構成す るに必要 な要 素は確 立 され る とした(5)。
本 件では厳格責任 の ルールは適用 され ないので,裁 判所侮辱 が成立す る
のは1981年裁判所 侮辱法6条cで 留保 され た行為 だけであ る。AB間 の訴
訟 にお いてBの 行為 を規制す るAの ための差 止命令 は 第三者を拘束 し な
い。だ か ら本件 では,Bに 規制 した行為をCが 行 うことは,AB間 の訴訟
に おけ る裁判所 の司法の運営 を害 す る ことに なるかが問題だ と し た こ と
は ㈹,1-2の 立場 を支 持 した ことにな る。本件では,表 現の 自由ない し
ヨー ロッパ人権 条約へ の言及は存在 しなか った。STは,ヨ ー ロ ッパ人権
委員会 の 申立 てるつ も りなのでσ',もしも ヨー ロッパ人権条約 機構で この









(6)Id.at999-1000.1-2と 同 じ 立 場 に 立 つ 。
(7)13HumanRightsLawJournal30at31,para.46.
5.ヨ ー ロ ッパ人権裁判所の論理
OG,そ してSTも,ヨ ・一ロ ッパ人権 裁判所 では,条 約10条(表現の 自
由),13条(効果的救 済),14条(平等)に おけ る違反 を申立 てた。その う
ち10条違反 の申立 が裁 判の中心 とな った。
ヨー ロヅパ人権 裁判所 の判例 では,10条違反 の申立 の検討 に際して,①
表現 の 自由を制約す る 目的が法 に よ って規定 されてい るか,② 当該制約 目
的 は正当か(当 該制約 は合法的 目的 を 有 してい るか),③ 当該制約 は 「民
主 的社会にお いて必要」 であ るか とい う三つ の要件が確立 されているω。
しか も制約 目的 に応 じて,国 家 の裁量の範囲が異な るとして,「道 徳 の 保
護」 の場 合 よ りも 「司法 の権 威」につ いて は国家の裁量範囲が狭 くな ると
し,ヨ ー ロッパ人権 裁判所は,国 家 の行為(制 約 の必要性)と 権 利保護 と
の比 較衡量を行 うのではな く,表 現の 自由をまず原則 と考え,制 約 はや む
を得 ない場合 にのみ限定 され る とす る解釈態度 を示 して いる(2)。
本件 もこの要 件に従 ってい る。STの 裁 判は,争 点お よび議論 の内容 は
(判決文 も),ほぼ同 じなので,こ こではOGの 裁判を検討対 象 とす る(3'。
ヨー ロ ヅパ人権 裁判所は10条違反 だけ認め,イ ギ リスに対 して,£100,000
をOGお よびSTそ れぞれに対 して支払 うこ とを命 じた(4)。
(1)制約 は法 によ って規定 され ていたか
この要 件 に 合 致 す る た め に は,利 用 可 能 性accessibilityと予 測 可 能 性
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foreseeabilityの二 点 が要 請 され る(6)。まず 利 用 可 能 性 に 関 し て はAme・
ricanCyanamidCo.v.EthiconLtd.で(6》,適切 な指 針 が確 立 され て お
り問 題 は生 じな い と した。 予 測 可能 性 に関 し て は,裁 判 所 は,American
Cyanamid原理 を 前 述 の サ ンデ ー ・タ イ ムズ 判 決 の 第49節の観 点 か ら検 討
した 結 果,十 分 な 明確 さで 同原 理 が 規定 され て い る と し た。 よ ってOG
は,当 該 状 況 に お い て 合理 的 な 程度 で 中間 差 止 命 令 が課 され る危 険 を予 測
で きた とし,当 該 制 約 は 「法 に よ って規 定 され て」 い た こ とを認 めた(T)。
② 当該制約は条約10条2項に基づく合法的な目的を有していたか
イギ リス政府は,中 間差止命令 は実体審理 におけ る法務長官 の権利 を保
護す る ことを 目的 とし,ユ0条2項の 「司法 の権威 の維持」 に基 づ き合法ぴ
な 目的 を有 し,防 諜機関 の実効的運営 の侵害 を阻止す ることに よって,F.t
接的に 国家 の安全 を保護す る 目的 に も仕 える と主張 した。OGは,当 該復
害が合法的 目的 を有す ることはほ とん ど否定 しなか った。
裁判所 は,差 止 命令が 「司法 の権威 の維 持」 とい う直接的 ・第一次的 日
的 を有 していた こ と(こ の文 言に は,訴 訟当事者の権利の保護 も含 まれて
る),他 の 目的 として国家 の安全 の保護 がある ことは認めた(8)。た だ し 巨
家 の安全 として考 慮 され る内容は時間の経過 に よって変 化 してい るこ と邊
指摘 し,次 の要 件 の中で検討す る とした。表現 の自由に対す る侵害(当 毒
制約)は,10条2項 に基づ く合法的 な 目的 を有 していた とされ た(9)。
③ 当該制約は 「民主的社会において必要」であったか
裁判 所は,ヨ ー ロッパ人権裁判所 の判例法 におけ る一般原理 を明 らかセこ
した上 で,差 止命令が継続 していた期間を二 つに分けて検 討 した(ヨ ーF
ヅパ人権委員会 と同 じ)。第1期 は,1986年7月11日(ミレ ッ ト差 止命イ
が課 された とき,M-1)か ら1987年7月30日まで(貴 族院に よって同2
止命令が継続 され た とき,OG1-3)で,第2期 は,1987年7月30日ズ
ら1988年10月13日(法務長官 の秘密漏洩訴訟 の 本 案 に 関す る最終判決,
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0G2-3)ま で である。
(i)ヨー ロ ッパ 人権裁判所判例法におけ る表現 の 自由の一般原理
表現 の自由に関 しては,Handysidev.UnitedKingdom(1976)以来,
様 々な判決が下 され,表 現の 自由に関 して一般原理 を形成 している。 なか
で も,SundayTimesv.UnitedKingdom(1979)およ びLingensv.
Austria(1986)は重要 であ る(10)。そ こで形成 された一 般原理 とは(11),
(a)表現の 自由は,民 主的社会 の重要 な基盤の一 つであ る。10条2項を
条 件 として,好 意的,非 攻撃 的なまたは重要ではない 「情報」 または 「思
想」 に該当す るだけでな く,攻 撃 的で,衝 撃 を与 え,困 惑 させ る 「情報」
または 「思想」 に も該当す る。表 現の自由は,10条に規定 されて いる よう
に例 外に服す るが,例 外は限定 的に解釈 され なければな らず,制 約の必要
性 は確 信を も って立証 されてい なけれぽな らない。
(b)こうした原理 は プレスに関 す るか ぎ り特に重要 である。 プレスは,
「国家の安全の利益」 ない しは 「司法の権 威の維持」 のため に設定 された
範囲 を逸脱 しては な らないが,公 的利益に関す る問題 について情報 ない し
思想 を伝達す るこ とは プレスの義務 であ る。 プレスは こ うした情報や思 想
を伝達す る責務だけ でな く,受 領す る権 利 も有す る。 そ うでなけれ ば,プ
レスは,「公 衆の番犬」 としての重要 な役割 を果たす ことがで きな くな る。
(c)形容詞 「必要 な」 は,10条2項 の意 味においては,「急迫 した社 会
的必要性」 の存在 を意 味す る。締約国 は,こ うした必要性 の有無 を判 断す
る際に,一 定 の裁 量(評 価 の余地)を 有 して いる。締約国の裁量 は,ヨ ー
ロヅパ人権条約機 構の監視 と共 同 して行使 され る ものであ り,後 者 の監 視
は,法 お よび法 を適用 した判決 に まで及ぶ。 従 って,ヨ ー ロッパ人権 裁判
所 は,制 約が10条に よって保 護 され ている表現の 自由 と両立 し うるものか
ど うかに関 す る最 終的裁定 を下 す権 限があ る。
(d)ヨーロ ッパ人権 裁判所 の任 務は,権 限あ る国内機関 の代 わ りをす る
ことで はな く,条 約 に基づ き,国 内機関がそ の裁量を行使 して下 した決定
を審査す る ことである。す なわち,事 件全体 の見 地か ら,訴 え られ た侵害
218
を観察 し,そ れ が 「遂行 され る目的 と釣 り合 ってい るか」及 び国内機関 に
よって提 出 され た理由が 「適切 かつ十分」 であ るかを決定す る こ と で あ
る。
(e)事前抑制に は内在す る危険が あるので,ヨ ー ロ ッパ人権裁判所 は入
念 な審査 を必要 とす る。 プレスが関与す るときは特 にそ うであ る。 ニュー
スは価値 を失 いやす い商品 であ り,そ の公表 の延期 は,た とえ短 期間 にせ
よ,そ のすべての価値 と利益を失 って しま うこ とに なるか らで ある。
(ii)第一期一19B6年7月11Hから1987年7月30日まで一
第一 期において,OGの 表現の 白由に対す る制約 の必要性を検討す るた
めに,ま ず ミレ ッ ト裁判 官が中間差 止命 令を最 初に課 した時の事情を明確
にす る。 ミレッ ト中間差 止命令 が発給 され た当時は,OGは 二つ の短い記
事 を掲載 しただ けである。OGの 見解 に よれぽ,こ の記事は,オ ース トラ
リアの裁判に関す る公正 な報道 であ り,合 法的 な公 的関 心事 項(イ ギ リス
の防諜機関 の不正行為)を 含む。 しか も政府 がい ままで規制 しなか った周
知 の題 材 を報道 しただけで ある とす る。 これ にOGが 触れなか った 点 を
付け加 える と,第 一一に,OGは,防 諜機関側 の違法行為 に関す る情報を よ
り一一層 公表 して きたい意 図を もっていた。第二 に,1987年7月の段 階では
スパ イキ ャッチ ャーは原稿 の形で しか存在せず,同 書 の内容 は明確 には知
られ ていない。Wが 何か 目新 しい ことを発表す る と考 える こともで きた。
第三 に,防 諜機関 の元上級 職員 が,許 可な く回顧録 の出版 を考 え る場 合,
公表 され ると防諜機関の仕事 を害す る題 材 を含む危 険があ ると考 え ること
は不 合理ではない。 第四に,同 書 の内容の全てが国家 の安全 の利益 を上回
る公 的関心 をひ く問題 を提 起す るわけではない とい う こ とであ る⑰ 。
ミレ ッ ト中間差 止命令 が基礎 とす る根拠は以下の通 りで あ る(ls)。法務
長官 は,実 体審 理において,公 表が防諜機関に損 害 を与え る資料の終局的
公表禁 止を求めていた。 中間差 止命令を認めな い と,OGは 当該資料を実
体審 理前に 自由に公表で きる。 これでは法 務長官がた とえ実体審理で勝 訴
して も,終 局的差 止の意 味がな くな る。実 質的には終局的差 止を許可 され
219
る権 利を奪わ れ,国 家の安全 を保護す る主 張 も通 らない とい う こ と に な
る。
これに関連す るOGの 反 論は,rト間差止命令はAmericanCyanamid
原理 に基づ き許可 されてい るが,同 原理 は10条の基 準 とは両立 しない とす
る。 この種の事 件の場 合,AmericanCyanamid原理は,OGに 対 して不
当に有 利であ る。 原告は議論 し うる主張を有 し,利 益衡量 は差 止的救済 の
方 に傾いてい ることを証 明し さえすれ ば よいか ら で あ る。OGの 主張 で
は,重 要な公的関心事項 に関す るプ レスに よる公表を制約す る問題 につい
て は,必 要性 に関 す る厳格 な基 準 が適用 され なけれ ぽな らない とした。
裁判所 は,AmericanCyanam輌dは,特許権 侵害 の申立てに関す る もの
であ って,プ レスの 白由には関係 しない ことは認めた。 しか し,裁 判所の
役割 は,同 原理 を抽象的 に審査す ることではな く,裁 判所に提 出 され た特
定 の事件にお いて主要 な事実 と状況 を考慮 して,同 原理 の適用 か ら生 じた
侵害 が必要 な もので あ ったか ど うか決定す る ことである(14)。以上 の 点 に
関 して,裁 判所 は,イ ギ リスの裁判所はAmer輌canCyanamid原理 を 硬
直的に または 自動的 に適用 しただけ ではな く,本 件には,情 報の公表阻止
とい う公的利益 と情 報の公表の許可 とい う公的 利益 との衝 突が存在 し,当
該衝突 を両 者の検 討要因 を注意深 く比較衡量 す るこ とに よって解決す る こ
とを認識 していた とす る。 さらに,裁 判所は,ス パイキ ャッチ ャーの性質
お よび内容,国 家の安全 に関す る利益の関与,法 務長官の秘密漏 洩訴訟に
対す る侵害の危険性 を考 慮 した(条 約6条 お よび同条 に よる公正 な審理 を
受け る権 利の保障 の観点 か ら考 察 され なけれ ぽな らない㈹)。
そ して裁判所 は,以 上 の要 因の検討か ら,裁 量 の余地 を考 慮に入れ るな
らば,イ ギ リスの裁判所は,中 間差 止命令 の許可が必要 であ った と考 える
ことがで き,そ の ように結論 した イギ リスの裁 判所 の根拠は,10条2項 の
目的か らして十分 であ る とした(16)。
次に,裁 判所は実際の規制 が,合 法的 目的 と 「釣 り合 った」 ものか を検
討す る。考慮 され た ことは(17),①差 止命令 は白紙的禁止ではな い こと(差
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止命令 は,防 諜機関の メ ソバ ーとしての資格 において,Wに 由来す るまた
はWに 属 す る考 え られ る情報の公 表 を禁 止す る一 方,OGが 当該機関の運
営 の調査 を求め る運動 を阻 止しなか った),② 差止命令 は,Pincherの書
物及 び グラナ ダ ・テ レビの番組において公表 された もの を除外す る但書 き
を含んで いた こと,③OGは 自由にいつで も差 止命令 の変 更 ・取消 を中立
てられ るこ と,④ この中間差止命令 が一時的 とはい うものの,実 際には第
一期の間(ほ ぼ1年 以上)効 力を持続 し続 け,こ れは即 時性 を売 り物 とす
るニ ュースに対 しては十分長 期間 といえ ること,⑤ 問題 の ニュースは,過
去 の事件 に関す る もの で緊急性を要 しない こと,⑥ 当該訴訟 は事実及び法
に関 して 複雑 な問題 を提 起 し,審 理 の 準備 に は 時間を要 した こと,で あ
る。 以上 よ り,第一 期に関 しては,表 現 の 自由に 対す る侵害(制 約),民
主的社会 において必要 であ る と法務長官は考え ることがで き る と 判示 し
た(18)。
(iii)第二期一1987年7月30日か ら1988年10月13日まで一
第二期 の状況 として,1987年7月14日,スパイキ ャヅチ ャーがア メ リヵ
合衆国で 出版 された こ とは状況を一変 させた(19)。同書 は イギ リス国民で
も外国か ら入手す るこ とが できたが,政 府は国内への持 ち込み を禁止す る
措置 は取 らなか った。 同書 の内容の秘密性 は失われ た。
しか し政府 は,第 二 期におけ る中間差 止命令の継続は,司 法の権威を維
持 し,そ れ に よって国家の安全の利益 を保 護す るために10条に基づ き必要
であ る と主張す る。 その根拠は,ユ987年7月の貴族院の判決(OGユ ー3)
で,合 衆 国におけ る出版の有無に関係な く,① 法務長 官は,OGに 対す る
終局的差止命令の申立 を主 張で きる(申 立を公正に決定す るため に,公 表
に対す る規制 が実体審理 の間に も必要であ る),②スパ イキ ャ ッチ ャ ー の
内容が プレスを通 じて一 般的に流布す るこ とを阻止す る ことに 国家 の安全
の利益が存在 し,秘 密 資料 を含む回顧録 の許可 なき出版 を規制す る ことに
公的利益 が存在す るとい う(20)。
これ に対 して ヨー ロ ヅパ人権裁判所 は,「 司法 の権威」 に関 して,当 該
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状況 においては10条の 目的か ら 「十 分な」 理 由 とはな らない とした(21)。
裁 判所は,条 約が国内法に受容 されて いないのに,条 約上 の要 請を検討 し
た こと,ス パイキ ャッチ ャーの連合王 国への個人的 な不定期 な持 ち込み と
プレスに よる大 規模 な公表 とは相 当異な ることを認めた。 しか し,た とえ
法 務長官が実体審理 において終局的差止命令 を獲得す る ことに成功 した と
して も,そ の差 止命 令が関係す る資料の秘密性 は,合 衆国におけ る出版 に
よって 失われ て しまった とす る(OGが その後いか なる公表 をなそ うと関
係 がない)。 訴訟 当事 者 としての法務長 官の権 利 の保護 とい う観点か ら見
て も,当 該資料 の秘密性 を維持す る利益は,条 約上 の 目的か らして,1987
年7月30日には存 在 しな くなった。
「国家の安全」 とい う利益 に関 しては,ヨ ー ロ ッパ人権裁判所 は,第 一
に,法 務長官 の主張の根拠(中 間差 止命令 の根拠)が,当 初 は秘密 として
お くべ き情報 の秘密性 の維持 であ ったのに,情 報の秘密性 が喪 失 した こと
に よって,防 諜機関の実効性 と名声の維持(第 三 者側に秘密を守 らせ るこ
とに よって,公 認 され ない防諜機 関職員の回顧録 の出版 を規制 し,Wの ま
ね をす る ものが出ない よ うにす ること)に 変 容 した こ とに注 目す る。そ し
て こうした根拠では,当 該制約の継 続を正 当化 す るには十 分では ないとし
た。第一 に,OGに 対す る訴訟は,Wに 対 して取 られた手段に よって達成
され る以上に,上 述のn的 の達成 を促進す るのに役立つ か ど うか,第 二
に,anaccoutsofprofitsが救 済 として可能 であ るのに,Wを 処罰 し,他
者 に対 して見 せ しめ とす る 目的か ら,た とえばOGの よ うなスパ イ キ ャ
ッチ ャーの出版に直接関係 して いない者に対 して差 止的救済 を用 いる こと
が正当か ど うか,第 三に,と りわけ1987年7月以降 の制約 の継続 は,i新聞
が合法的な公的関心事項 に関す る,す でに入手可能 な情報 を供給 す る権利
と義務を行使す る ことを阻止す る こと,を 考慮す る と,当 該制約 は,第 二
期においては 「民主的社会 において必要」 ではない とした ② 。
この判決 に よって,イ ギ リスは,LordBridgeが言 っていた よ うに,非
難 と屈辱に直面す ることにな ったわ けであ る㈹ 。 し か し ヨー ロッパ人権
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委員会 は,第 一期,第 二 期 とも10条違反 を認めていた(24)のに対 し ヨ ー ロ
ッパ人権裁判所 は全面的 に表現 の自由を認めたわけではない。
今回 の判決は,ヨ ー ロッパ人権 裁判所 の判例 の中 では,国 家 の安全を理
由 とす る制約 目的について,国 内裁判所 の主張を吟味 し,否 定 した点で傑
出 している⑳ 。 それは,法 務長官 の公 表を規制す る根拠 の変化に注 目し,
当該情報 の秘密性 自体 の保護ではな く,防 諜機関 の モラル と名声 の維持 に
変わ ってしまった ことは,防 諜機関の職員ではない第三 者に対す る差 止を
正当化で きない と論 じた ことに よって可能 とな った。 これ まで ヨー ロ ッパ
人権裁判所は,国 家の安全 が制約 目的 として主張 され る場 合には,問 題 に
直面す る ことを避け る方法 をとるか,国 家 の安全 に関 しては国家 の裁量 を
広 く認めて きた ことを(26)考え ると,興 味深 い判決 であ ると言 え る。
しか し,第 一期 に関 して10条違反 を認め なか った こと,す なわ ち当該情
報 の秘密性に不相応 な重要性を与 えた ことには批判 がある(2T)。ま た 事 前
抑制 の問題性 を もっと重 視すべ きであ った といえる。 ヨー ロヅパ人権裁 判
所 の反対意見 ⑳ は,た とえ一一時的にせ よ,全 ての事 前抑制 は条約違反 であ
る ことを認めてい る。 またスパイキ ャッチ ャーに類 似の書物や ダ ラナ ダ ・
テ レビとWと の イ ンタビューが存在す る以上,は た して中間差止命 令を正




子 「ヨー ロ ッパ人 権 裁判 所 に おけ る 『評 価 の余 地 』理 論 の新 た な発 展」 明 治
大 学大 学 院紀 要29集,1992年61,63頁参 照 。
(3)STは,別 に秘 密 漏洩 につ いて ヨー ロ ッパ人 権 委 員会へ 巾立 て てお り,裁

































































































6.オ ー ス トラ リア,ニ ュー ジ ー ラ ン ド,ホ ン コ ン に お け る
ス パ イ キ ャ ッチ ャー 事 件
(1)オー ス トラ リア
(i)NSW最高 裁判所衡 平法部
法務長官は,ス パイキ ャ ッチ ャーの終局的差止 を求め,Wお よびその出
版社にanaccoutofprofitsおよび付随的救済 を求めたが,衡 平法部は以
下の ように論 じて,法 務長官 の訴 えを棄却 したu)。
(a)Wは,公 務秘 密性の条 項お よび イギ リスの防諜機関 に よる通達 お よ
び回状 を熟知 していた こ とは証拠か ら明白であ る。
(b)イギ リス政府がPincherの書物(情 報源はW)の 出版 を 規制 しな
い理 由を適切 に説 明していない こ とを裁判所は考慮に入れ る。
(c)Wは,イ ギ リス政府 とは契約上 の 義務の 関係にはないが,MI5に
雇用 され てイギ リス政府 に対 して守秘義務 に服す る ことになった。
(d)この義務 はあ らゆ る情報 にあては まる。Wが 創 出 した ものであれ,'
直接 的であれ第三 者か ら受領 した ものであれ,秘 密 とみな され る。 この義
務 は,情 報が秘密性を保 ち続け るか ぎ りWを拘 束す る。
(・)秘密漏洩において必須の要素であ る損害が,守 秘義務を負 う当事者
に よって生 じた のか,ま たは生 じる可能性 があるか は裁判所が決定す る。
(f)法務長官 の訴 えは認め られ ない。 スパイキ ャッチ ャーの情報 の多 く
は,イ ギ リス及 び他国の公衆が,本 及びその他の資料か ら簡単 に入手 で き
る。 その上,秘 密性が主張 され る情報の多 くは20年も前 の もの であ り,技
術的 には時代遅れ で実際上陳腐化 してい る。 さらに情報の重要 な部分は イ
ギ リス政府 の公認ない し黙認 とともに既に公表済みであ る。従 ってイギ リ
スの 国家 の安全 の どの部分 が公表 に よって侵害 され るのか評価 で きない。
(9)不正 の抗弁 につ いて 「不 正」 の存在 が秘密情報の公表を正当化 し よ
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うとも,不 正 とは関係の ない他の秘密情報の公表は正当化で きない。 本件
では,不 正の抗弁 に よる公表の正当化は,ス パイキ ャヅチ ャーの中で主張
されて いる二種類 の 「不 正」,① 犯罪及び国際法違反,② 国家 の安全 の問
題 を含む反 逆行為につ いて検討 され る。① は,公 衆に対す る公表 は,政 府
の代位責任 を根拠 として正当化 され る。② は,適 切 を権 限機関 へ の 公 表
が,通 常 容認かつ要 請 され るが,本 件では,イ ギ リスの防諜機関におけ る
ソビエ トスパ イの高 度の浸透は,国 民の関心事項であ るので,情 報の正確
性等 を判断す るために,よ り広範 な公表が正 当化 され る。
(h)公的利益 の抗弁一公表 は公的 利益 である事 は,秘 密漏洩 の訴えに対
す る抗弁 とは ならない が,本 件 ではスパイキ ャッチ ャーの内容 の公表 を許
す こ とが オース トラ リアにおいて公 的利益 となる十分 な理 由が存在す る。
㈹NSW最 高裁判 所控訴院
連 合王 国の法務長官 の上訴に対 して,控 訴院は これ を棄却 した(2)。
(a)①本 件の訴 えは,契 約違反,秘 密漏洩,信 認義務違 反に基づ くが,
実質的 には イギ リスの公務秘密法上の守秘義 務違反 に基づ く。 これ は外 国
の公法か つ刑 法であ り,オ ース トラ リアにおいては適用 され ない。従 って
オース トラ リアの裁判所 は訴 えを取 り上 げ る裁判管轄権 を有 さず,オ ース
トラ リア政府 の証言 は この結論を変 更す るものではない。② 当事老 間に契
約は存在 しないので,法 務長 官が成功 し うるのは,情 報公 表が連 合王 国の
公的利益 を害す るこ とを立証す るこ とに よ ってだけであ る。 しか しオ ース
トラ リアの裁判所は,こ うした判決 を要請す る ような訴訟を審理 しないの
で,訴 えは正当では ない。 オース トラ リアの裁判所は,何 がオ ース トラ リ
アの公的利益 であるかを決定す る。d
(b)イギ リス政府が 申立 てたWと の契 約上 の権利(全 員一一・致 で)一 秘密
情報を保 護す るイギ リス政府 の公的権 利は,契 約 には基づか ない。 それ は
情報公表に よる損害 か ら公的利益を保護 す る国家 の権限に 由来す る。
(c)守秘義務 お よび信認義務に関す るエ クイテ ィ上 の責務 ω一
①契約 とは別 に,一 当事老に対 して秘密情報が,秘 密 に してお く責務を
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かす 状況において伝達 され る場合 には,エ ク イテ ィ上の守秘義 務が生 じる
か もしれない。②Wが スパ イキ ャ ヅチ ャー中の情 報をかつて受 領 した際に
は,情 報の秘密性を知 りつつ受 領 してい る。③Wと イギ リス政 府 との信認
関係は現在 も存 続す る(正 確 な内容 と範囲は 明確ではない)。 信 認義務 の
存在に内在す る責務 は,守 秘義 務に付属す る責務 と同 じである。④政府に
対す る守秘義務 の有無 につ いて,私 人 の関係に関 して確立 された エ ク イテ
ィ上のル ールは,慎 重 に用 い るべ きで ある。 とくに秘密情報 の公表規制 を
求め る政府 は,公 表が公的利益に損害 を及ぼす ことを証 明 しなければな ら
ない。 ここでは比 較衡 量が必要 とされ る。⑤Wそ の他の者に よる,ス パ イ
キ ャ ヅチ ャーの資料 の広範 な公表は,当 該情報 か ら秘密 的性格 を奪 って し
まった。 ⑥守秘義 務違 反 の訴訟で は,損 害 が証明 され る必要があ る。 イギ
リス政府に対す る損害 は証明 され なか った と認定す る。
(d)公的利益について(4L①イギ リスの公 的利益に対す る損害 が証 明 さ
れ るこ とが,法 務長官 の訴 えの中で重 要な要 素で ある。② スパ イキ ャ ヅチ
ャーの公表が許可 され るこ とが ナ ース トラ リアの公的 利益 であ る。 この見
解 に対抗 し うる,オ ース トラ リアの国家の安全 の利益 に関す る十分 な証拠
が存在 しなか った。③法 務長官 には,公 表が オース トラ リアの公 的利益に
損害 を及 ぼす ことの証明は要 請 されて はない。④ オ ース トラ リアの政策 に
介入す る訴訟 は,オ ース トラ リアの裁判所 に よって審 理 されない。
(iii)オース トラ リア高等法院
高等 法院 は,合 衆国での スパイキ ャ ヅチ ャーの 出版等か ら中間的救済 の
必要性 を認めず,か つ法務長官 の上訴 を棄却 した㈲。 イギ リスの諜報 機関
の適切 な運営 とイギ リスの 国家 の安 全 とい う公的利益 の確保 とい う,法 務
長官の主張は,国 際法の原理 に従 って,ナ ース トラ リアの裁判 所では執行
で きないか らである。他 国の政府 の国家機密及 び政 治的秘密情報を保護す
る 目的 で提起 された訴訟 において守秘義務 を執行 す るこ とはオ ース トラ リ
アの裁判所 は拒否すべ きであ るとした。
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② ホ ン コ ン
(i)ホンコン最高裁判所高等法 院
法務長官は,ス パイキ ャッチ ャーか らの抜粋の公表 を規制す る中間差 止
命令 をSouthChinaMorningPost(SCMPと略す)に 対 して獲得 した。
本件 の訴訟原因 はSCMPの 秘密漏洩お よび信認義務違反 であ る。 高等法
院は差 止命令 の継続を拒 否 した⑥。差止命令 を許 可す るか否かは,利 益衡
量balanceofconvenienceによって決定す る。 イギ リス貴族院判決(OG1
-3)は ,ホ ンコソに適用す る ことはで き な い。SCMPが 信認義務違反
を援助 した り,教 唆 した りした として も,当 該信認義 務違反 の直 接的当事
者 ではない。 国際人権B規 約19条に よって保 障 され てい る言論 の自由は,
利益衡量 にお いて重視 され る強 力な要 因であ る。以 上 よ り利益衡量 の結果
は差tL命令の継続 を否定 した。
(ii)ホンコン控 訴院
法 務長官 は上 訴 し,控 訴 院は これを支持 して,差 止 命令 の 継続 を 認め
た(7)。控訴院 も利益衡量に よって判断す る。 しか し①SCMPが,Wの 秘
密漏洩 お よび信認違反か ら収益を あげ,援 助 ・教 唆 した こ とは非 良心的 な
行為で ある,② 法務長官 の訴訟の 目的 は秘密 お よび信認義務の維持 と,イ
ギ リス防諜機関 の機密 の保持 である,③ 差 止命 令は国家の安全 の保護 に必
要であ る,よ って差tE命令を維持す る とした。SCMPは 控訴 院に,イ ギ
リスの枢密院への上訴の許可を申立てたが,却 下 された。
(3)ニ ュー ジ ー ラ ン ド
(i)ニ ュー ジ ー ラ ン ド高 等法 院
1987年8月4日,TheDominion(Wellingtonが発 行)は,STが 掲 載
した ス パ イ キ ャ ヅチ ャ ーの抜 粋 を掲 載 した。 法 務 長 官 は そ の 日の 夜 に,高
等 法 院 か ら中 間 差 止 命 令 を獲 得 した。 本 案 審 理 は契 約違 反 お よび 秘 密 漏 洩
を訴 え,秘 密 情 報 の 公 表 を 阻 止 す る命 令 とanaccountofprofitsを請求
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した。 高等法院は法 務長官 の訴 えを棄却 した(8)。その理 由は,Wと イギ
リス政府 の関係は契約上 の ものでは な く,身 分上 の ものであ る。 また守秘
義 務のエ ク イテ ィ上の遵 守のために 当該規制が公的利 益 として必要 とされ
るこ とを法務長官は証 明で きなか ったか らであ る。 しか も法務長官 の提起
した訴訟は,イ ギ リスの刑法そ の他 の公法 を ニュージーラ ン ドで間接 的に
執行 しようとす る試み であ るので,受 け入れ られない とした。
(ii)ニュー ジーラ ン ド控 訴院
法務長官が上訴 したので,中 間差止命 令の可否につ いて控 訴院は検討 し
たが,既 に世界的に出版 され てい るので中間差 止命令 は認め られ ない とし
た⑲。法務長官 は,中 間差 止命令を拒否 された が,損 害賠 償 と宣言 を求め
る訴えを続行 した。控訴院 は,法 務長官 の訴 え も棄 却 した(10)。その根拠
は被告に よる二つの強力 な抗弁,す なわ ち,① スパ イキ ャッチ ャーの内容
は,同 書 の出版 お よびWと は独立 した第3老 の公表 に よって1987年7月以
降 の秘密性 を失 った こと,② ニ ュージーラ ン ドの裁判 所は イギ リスの公的
利益について裁判 で きないの は もとよ り,ニ ュージー ラン ドの公 的利益は
公表を確 かに正当化す るとい うこ と,に 基づ く。
法務長 官は イギ リスの枢密院へ の上訴 の許可 を中 し立 てた。 この上訴 に
は問題 に重大 な一 般的ない し公的重要性が あ ることを必要 とす る。そ こで
控 訴院は これにつ いて,① スパ イキ ャッチ ャーの世界的公 表に よって,ニ
ュージー ラン ドの新 聞は,イ ギ リス政府 に責任 を問われ る ことな く,白 由
に公表 で きる よ うにな るか,② 同書の内容は,ニ ュージーラ ン ドの新 聞が
イギ リス政府 に責任 を問われ るこ とな く自由に公表す るこ とが ニュージー
ラソ ドの公的利益 とな るものか,に つ いて検討 した。そ して,ス パ イキ ャ
ッチ ャーが世界 的に出版 され る ようにな ったので,こ れ らの問題 は重大な
公的利益 に関す る問題 を提供 しない として,法 務長官 の上訴 許可を否定 し
た(11)。
以 上,簡 単にではあ るが,イ ギ リス以外の国 ではスパ イキ ャッチ ャー事
件が どの よ うに裁判 されたかを概略 した。 そ こで特 徴的 なのは,ナ ース ト
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ラ リア もニ ュージー ラン ドもスパ イキ ャッチ ャーの公表を 自国の公的利益
となる としているこ と,外 国の刑法,な い し公法を適用す ることはしない
と述べ てい ることで ある。他方,ホ ンコン最高裁判所高等法院は ヨー ロッ
パ人権 条約のみな らず,国 際人権B規 約に も言及 しているのに対 して,ホ
ンコ ン控訴院の見解 は,法 務長官 の主張にほぼ近 い もので,イ ギ リスの裁
判所 よ りもさ らに法務長官の立場 に近 い。 ホ ンコンは別 として,オ ース ト
ラ リア もニ ュージーラ ソ ドも政治的,法 律的 にイギ リスか らの独立が進行



















スパイキ ャッチ ャー事件は,通 信衛星 とマス ・メデ ィアを備 える段階に
至 った現代 社会 においては,一 国家が事前抑制ない し検 閲に よって情報 の
秘密性 を保持す る ことがいかに困難であ るかを如実 に語る事件 である。上
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訴を重ね,2年 近 くに渡 って現実的ではない中間差 止命 令を継続 させ,法
務長官 と裁判所 は国民の信頼 を失 うことにな った。
だがイギ リスの裁判所の論理 と結論は,必 ず しも全ての裁判 所が同 じで
はな く,各 裁判所 に よって異 なるこ とは既 に見 て きた通 りであ る。OGら
に対す る差 止命令は少な くともOG-1の 段階 で,イ ンデペ ンデ ン トらに
対す る裁判所侮辱 も1-1の 段階で否定 す る可能性 は存在 した。
本稿 で問題 として きた イギ リスの裁判所の行 う比 較衡量には,既 に観察
して きた ように,次 の ような問題があ る。 まず比 較衡量を行 うとい うこと
は,具 体的 には,A:規 制す ることに よって得 られ る利益(規 制 しない こ
とに よる害悪)とB:規 制 しない こ とに よって得 られ る利益(規 制す るこ
とに よる害 悪)を 比 べる とい うことに なる。 とす る と,一 方 の利 益が表現
の 白由の場 合,イ ギ リスの裁判所の議論の中で,A,す なわ ち表現 の 自由
を規制す る ことに よって得 られ る利益 ないしは 表現 の自由を規制 しない こ
とに よって生 じる害悪は,具 体的かつ詳細 な内容 を持つ こ と が 多 い。 他
方,B,す なわ ち表現 の白由を規制 しない ことに よって得 られ る利益ない
しは表現の 自由を規制す る ことに よって生 じる害悪 は,抽 象的,一 般的,
仮定的(た とえば プ レスは民主的社会 の番人 であ るとい うよ うな言葉)で
ある。 よって,前 者のほ うが裁判所には議論 として説得的 とい うこ とに な
る。比較衡量 といえども,最 初か らAの 方に傾 いてい る とい う こ と に な
る。
だか らこそ,B,す なわ ち表現の 自由 の内容 の具体化 と,さ らには原理
の レベルでの考察 が必要で ある。そ うした観点か ら,ヨ ー ロッパ人権条約
お よび ヨー ロヅパ人権 裁判所 判例 は重要 な役割 を果 たす もの と言 え る。す
で に判決の検討 で詳述 したが,イ ギ リスの裁判所 は ヨー ロ ヅパ人権 条約や
ヨーロ ッパ人権 裁判所判例 を,今 まで よ りも積極的に参照な いし解 釈 し よ
うとしている ことは,興 味深 い動向であ る(但 し,ヨ ー ロッパ人権条約上
の表現の 自由を生 かす場合 と,表 現の 自由の制約 の正当化根拠に利用す る
場 合が存在 す るこ とに注意 しなければな らない)。
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さらに,ヨ ー ロッパ人権条10条の表現 の 自由 の 観点か ら,国 内の法制
度,特 に裁判所侮辱,秘 密漏 洩,名 誉殿損 の よ うな法分 野に関 して,検 討
し直す こ とは重要 である。 日本 で も国際人権 規約の観点か ら精神衛生法 の
改正が実現 した例 が存在す るが,イ ギ リスでは ヨー ロッパ人権裁 判所 とい
う執行機関 を持つ ヨー ロヅパ人権条 約の存在 に よって,よ り一 般的な レベ
ルでの法 改正 の契機 を得 られ る(例 えば,1981年裁判所侮辱法 改正)。
また,イ ギ リスでは,す でに指摘 した よ うに,他 国の法制度,と りわけ
ア メ リカ合衆 国の修正条 お よびそれ に関する憲法 判例 への関心 も高 まって
いる。 この ことは,ヨ ー ロ ッパ人権 裁判所 判例 には,他 の締約 国におけ る
人権侵害 の条 約適合性に関す る判例 も含 まれ てい るとい うことを考 え合わ
せ るとよ り興 味深 い。 ヨー ロッパ人権裁判所が,あ る事件 にお いて,あ る
締約国におけ る自由の制約 の条約適 合性 を判断す る際に,す でに他国に対
して下 した判決 を参照す る。 その判決 の中では,他 国の法制度 を事 件に即
して検 討 してい るはず であ る。 だか ら間接的にせ よ他国の人権保障制度や
人権思想,あ るいは人権 侵害事件 自体 の影響(例 えば まだ イギ リスでは生
じていない種類 の人権 侵害で も,ヨ ー ロッパ人権 裁判所が別の国 で条約違
反 を認 めれ ぽ,将 来 そ うした人権 侵害は イギ リスで も認め られ ない ことが
明白にな る)を 受 け ることにな る。一国におけ る人権保障の レベル向上の
努力は,間 接的 なが ら,他 国の人権 保障へ も影響 を及ぼすはずであ り,同
調す る国が増 加すれ ばす るほ ど,国 際機構で もよ り説得力を獲 得す る。 そ
して さらに国際機構 を通 して,再 び各締約国を よ り拘束す る と い う具合
に,人 権保障の レベルが向 ヒしてい く可能性 は十分 ある(但 し逆 の方 向に
進む危険 もあ る)。す でに ヨー ロッパ レベ ルでは,観 念的に では な く,実
際上,人 権保障は国内問題であ る とい う発想か ら脱却 して,実 体の伴 う国





















ガーデ ィアンお よびオ ブザーバ ーにおいて記事掲載。
法務長官は高等法院において終局的差止命令を求める訴訟を開始 し
た。
中間差 止命令が法務長官に認め られ る(Macpherson裁判官)。
ミレ ット裁判官は差jEの継続を決定(ミ レッ ト差!L命令)。
審理は7月9,10日 。
ミレ ット裁判官の命令に対す る上訴 は控訴院に よって棄却 された。
審理}ま7月23日o
貴族院 は控訴院の決定に対す る上訴を認めた(1987.7.30上訴棄却)
インデペ ンデ ン ト,ロ ン ドン ・イブニ ング ・スタンダー ド,ロ ン ド
ン ・デイ リー ・ニ ュースにおいて記事掲 載。




ガーデ ィア ンおよびオ ブザーバ ーの行 った ミレッ ト差止命令の取 消
申立 の審理が開始 されたが,イ ンデペ ンデ ン ト事件の第一次的な法
的問題 の決定が下 され るまで延期。
法 務長官は,イ ンデペ ソデ ン ト他三紙 に対 して訴訟を開始 した。
ヴァイキング ・ペ ンギン社は,ア メ リカ合衆国においてスパイキ ャ
ヅチ ャーを出版す る意図を表明。
副大法官は,イ ンデペ ンデ ソ ト事件につ いて,裁 判所 侮辱に該当 し
ない として棄却 した。法務長官は上訴。
オブザ ーバーお よびガーデ ィア ンは,ミ レッ ト差 止命令の取 消を巾
立,し か しインデペ ンデン ト事件に関する法務長官の ヒ訴 の結論が
出るまでは延期。
サソデー ・タイムズでスパイキ ャッチ ャーの連載記事が開始。
アメ リカ合衆国においてスパイキ ャッチ ャーが出版 され る。
法務長官はサ ソデ ー ・タイムズに対 して裁判所侮辱の訴訟 を開始。
法務長官はサ ンデー ・タイムズの抜粋記事の公表の差止 命 令 を 中
立。副大法官 は1987年7月21日までの中間差 止命令を許可。
控訴院 は,イ ソデ ンペ ンデ ン ト事件に おける副大法官 の 判決 を 覆
し,イ ンデ ンペ ソデン ト他三紙は裁判所侮辱に該当す る とした。事
件を高等法院へ移送。6月22-24口,7月14,15日に審理。
控訴院は,被 告の貴族院への上訴の許可を認め なか った。被告 も貴
族院には上訴許可を求めなか った。
控訴院は,ミ レ ット差止命令はイギ リスの 全 て の メデ ィアを拘束
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〈オース トラ リア他〉
<オ ー ス トラ リア>
1985.9.10法務 長官 はイ ギ リス政 府 を代 表 して ニ ュー ・サ ウス ・ウ ェール ズ州
最 高 裁 判所 衡平 法 部 に お い て差 止 訴訟 を 提起 した。
1986.9.16被告 ラ イ ト氏 と出版 社 は,差 止 訴訟 が 係 属 中は 出 版 しない約 束 を 行
う。
1986.11.17Powel1裁判官 の 前 で 訴訟 の 審 理が 開 始 され た。11月17-21日 お よ
び25-28日,12月1,2,4,5,8-10日 に審 理 が 行 われ た。
1987.3.13Powell裁判官 は 法 務長 官 の 訴 えを 棄 却 した。
出 版 しな い とい う約 束 は取 消 され た。
























し,サ ソデー ・タ イムズに も及ぶ とした。
サ ンデー ・タイム ズは スパ イキ ャヅチ ャーの第二 回連載を予告。
オブザ ーバーお よびガーデ ィアソの ミレッ ト差 止命令取消申立の審
理を副大法官が行 な うことが決定 された。
副大法官は ミレッ ト差止命令を取消 し,サ ンデ ー ・タイムズに対す
る差止命令の主張を退 けた。法務 長官は上訴(OGに 対す る差止命
令の効 力継続,サ ンデ ー ・タイムズに対す る差 止命令は効 力なし)
OGの 差 止命令取消申立について控訴院は ミレッ ト差止命令を修正
を加 えつつ継続 した。
OGの 差止命令取消申立について,貴 族院は ミレッ ト差止命令の継
続 を裁定 した(1987年11月23日の秘密漏洩訴訟の本案審理が開始 さ
れ るまで差 止命令は効 力を維持 した)。
貴族院 は ミレッ ト差止命令継続の書式に よる理 由提出
タイムズ社 とA.Neilはヨー ロッパ人権 委員会 に申立て。
ダー ビーシャー公立 図書館事件 高等法院判決。
法務長官はサ ンデー ・タイムズに対 して秘密漏洩訴訟を開始。
OGに 対す る終局的差Ilt命令を求め る訴訟の判決が出 され る。審理
は11月23-30日,12月1-4,7日。ス コット裁判官は判決を下 す
まで中間差止命令を継続 させた。
法務長官に よるOGに 対す る終局的差止命令の主張は認められなか
った。法務長官 お よびサ ソデー ・タイムズに よる上訴。
控訴院はス コッ ト裁判官の判決を支持 した。審理は1月18-22,25
日,2月4日 。
控訴院 は,貴 族院への 上訴が係属中は,中 間差 止命令を許可。
オブザ ーバ ーお よびガーデ ィアンは ヨー ロッパ人権委 負会 に申立て
た。1988.1、27に委員会へ の申立が登録 された。
OGに 対す る訴訟に関 して,貴 族院は,ス コット裁判官の判決を支
持 し,法 務長官の上訴お よびサ ンデー ・タイムズの交差上訴棄却。
高等法院において,イ ンデペ ンデソ ト,ロ ン ドン ・イブニング ・ス
タ ソダー ド,ロ ン ドソ ・デ イリー ・ニュース,サ ン デ ー ・タイム
ズ,そ の他の新聞に対す る裁判所侮辱 訴訟の本案審理。
高等法院におけ る判決では,イ ンデペ ンデ ン ト,サ ンデー ・タイム
ズは裁判所侮辱 で,£50,000の罰金が課せ られた。 被告は上訴。
ヨーロヅパ人権委員会は巾 し立 ては許容で きると宣言 した。
控訴院は上訴を棄却,だ が罰金は課すべ きではない とした。
ヨー ロッパ人権委員会は条約10条違反 を報告 した。
サ ンデー ・タイムズの上訴は,上 訴委員会に よって棄却 された。
ヨーロヅパ人権裁判所 は条約 第10条違反 を裁定 した。
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〈 オ ース トラ リア〉
ニ ュー ・サ ウス ・ウェールズ
の控訴院はPowellXL判官の













スパ イキ ャ ッチ ャーが 出版 さ
れた。























<ニ ュー ジ ー ラ ン ド>
A・Gv.Wellington
NewspapersLtd,
高 等 法 院 は訴 え棄 却 。
法 務 長 官 は 上 訴 。
控 訴院は上訴を棄却。
控 訴院 はPrivy
Councilへの上 訴。
許 可拒否。
